
備 考

　 令和5年4月
届出予定

　

同上

学士
(臨床検査学)

4 70 － 280

令和4年4月
第1年次

平成28年4月
第1年次

360 学士
(看護学)

医療技術学部

臨床検査学科

同上

同上

同上

同上

同上

240 学士
(鍼灸学)

平成19年4月
第1年次

同上鍼灸学科

診療放射線学科

理学療法学科

作業療法学科 4 40 － 160 学士
(作業療法学)

令和4年4月
第1年次

言語聴覚学科 4 40
（0）

－ 160
（0）

学士（言語聴
覚学）

令和6年4月
第1年次

令和4年4月
第1年次

学士
(理学療法学)

看護学部

320 学士(診療放
射線学)

令和2年4月
第1年次

4 60 － 240 学士
(臨床工学)

平成30年4月
第1年次

－科目 －科目

計
卒業要件単位数

演習

開設する授業科目の総数

－単位

修業
年限

－
510

（470）
－

入学
定員

編入学
定　員

－

計

臨床工学科

4 80 －

4 60 －

看護学科 904 －

教育
課程

－科目

新設学部等の名称
講義

新
設
学
部
等
の
概
要

4 70

年 人

新 設 学 部 等 の 名 称

総合リハビリテーショ
ン学部

同一設置者内における
変 更 状 況
（定員の移行，名称の
変 更 等 ）

2,040
（1,880

）

－科目

　　年　月
第　年次

実験・実習

大阪府大阪市住之江区南港北1丁目26番16号

所　在　地
収容
定員

人年次
人

280

開設時期及
び開設年次

学位又
は称号

大阪府大阪市住之江
区南港北1丁目26番16

号

－

別記様式第２号（その１の１）

新 設 学 部 等 の 目 的

　ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝ　ﾓﾘﾉﾐﾔｲﾘｮｳｶﾞｸｴﾝ

大 学 の 名 称

大学の収容定員に係る学則変更

森ノ宮医療大学  (Morinomiya University of Medical Sciences)

計 画 の 区 分

フ リ ガ ナ

学校法人　森ノ宮医療学園

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

設 置 者

大 学 本 部 の 位 置

本学は、「豊かな感性と高い倫理観に加え、チーム医療の実践に求められる幅広い
知識・高度な専門技術・コミュニケーション能力を有する専門職医療人を育成す
る。」を目的としている。このチーム医療の実践の強化を目指し、令和6年4月か
ら、言語聴覚学科（入学定員40名）を設置し、収容定員を1,880名から2,040名に増
やす。

大 学 の 目 的

豊かな感性と高い倫理観に加え、チーム医療の実践に求められる幅広い知識・高度
な専門技術・コミュニケーション能力を有する専門職医療人を育成する。疾病の予
防と治療や健康の維持と増進に有用な科学的根拠を示し、現代医学と伝統医学の双
方を尊重した特色ある教育研究活動によって医学と医療の発展に寄与し、広く社会
に貢献する。これをもって、専門職業人養成と社会貢献の機能を果たす。

基 本 計 画

事 項

フ リ ガ ナ 　ﾓﾘﾉﾐﾔｲﾘｮｳﾀﾞｲｶﾞｸ

記 入 欄

言語聴覚学科（40）(令和5年4月届出予定)

ー　基本計画書　ー1ー



総合リハビリテーション学部　言語聴覚
学科

5 2 3 0 10 0 42

（5） （2） （3） （0） （10） （0） （42）

医療技術学部　鍼灸学科
9 3 8 5 25 0 58

（9） （3） （8） （5） （25） （0） （58）

医療技術学部　診療放射線学科
9 2 0 2 13 0 43

（9） （2） （0） （2） （13） （0） （43）

7 2 2 2 13 0 54

（7） （2） （2） （2） （13） （0） （54）

7 1 4 3 15 0 45

（7） （1） （4） （3） （15） （0） （45）

12 11 9 6 38 0 42

（12） （11） （9） （6） （38） （0） （42）

（0） （50）

総合リハビリテーション学部　作業療法
学科

5 2 4 1 12 0 51

（5） （2） （4） （1） （12） （0） （51）

71 20 91

総合リハビリテーション学部　理学療法
学科

6 4 5 3 18 0 50

（6） （4） （5） （3） （18）

区　　　分

点

機械・器具

実験実習室

大学全体

0㎡

（420〔61〕）

39,967〔2,479〕　

面積

面積

881.58㎡

1,127

24　室

（1,007）

計

人人 人 人人 人人

計助教
兼 任
教 員 等准教授 助手

計

新

設

分

看護学部　看護学科

医療技術学部　臨床検査学科

医療技術学部　臨床工学科

講師
学　部　等　の　名　称

教授

専任教員等

（－）

－ －－－

（－）（－） （－）

－

（－）（0）

014422

（22） （144）

（－）

－

（－）（－）

－

60

（60）

－

27

（27） （35）

35

（35）（27）

（0）

人

計

（144） （0）

計
（－）

022

（91）

－

（－）

14435

（－）

専　　任 兼　　任

－－

（－）

－

（－）

（20）

職　　　種

合　　　　計

4,560.92㎡

0

0

（71）

（0） （0）

（10）

0

（1）

10

72

（72）

30

0㎡

共　　用

（102）

0㎡

11

（11）

0

1

0

－ －－ －

（－） （－）

27

（－）

60

（0）

（0）

102

28,590.72㎡

（30）

講義室

（　　　　　 0㎡）

小 計

そ の 他 4,560.92㎡

0㎡

体育館

（　 32,714.57㎡）

33,151.64㎡

2,577

閲覧座席数

（35,167〔2,119〕）

858

専 任 教 員 研 究 室

図
書
・
設
備

視聴覚資料

教室等

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地

運 動 場 用 地

56　室

0㎡

0㎡

0㎡

専　　用 計

計

0㎡

共用する他の
学校等の専用

（　　　　　 0㎡）

28,590.72㎡

新設学部等の名称

教

員

組

織

の

概

要

図 書 館 専 門 職 員

（0）

大学全体

（60） （22）

校　　　舎

0㎡

0㎡

そ の 他 の 職 員

技 術 職 員

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

0㎡

共用する他の
学校等の専用

0㎡

0㎡

既
設
分

該当なし

事 務 職 員

人

点

新設学部等の名称

種

（　 32,714.57㎡）

52　室

合 計

32,714.57㎡

専　　用

32,714.57㎡

（補助職員　0人）

1　室

101

情報処理学習施設

（補助職員　0人）

共　　用

39,967〔2,479〕　

収 納 可 能 冊 数
図書館

計
（1,007）（35,167〔2,119〕）

大学全体

（2,377）

－

20〔18〕　

80,000

（698）

273

（420〔61〕）

演習室

〔うち外国書〕〔うち外国書〕 電子ジャーナル

〔うち外国書〕

444〔69〕　

1,323.22㎡

0　室

点

語学学習施設

学術雑誌

冊

大学全体

20〔18〕　

（12〔10〕）

444〔69〕　

体育館以外のスポーツ施設の概要

8581,127

多目的スポーツ施設 １

33,151.64㎡

0㎡28,590.72㎡ 28,590.72㎡

標本
図書

室

室　　　数

（698）

2,577

（12〔10〕） （2,377）

0

人

ー　基本計画書　ー2ー



理学療法学科

作業療法学科

言語聴覚学科

看護学科

臨床検査学科

臨床工学科

診療放射線学科

鍼灸学科

　 令和4年4月より
学生募集停止

　 令和4年4月より
学生募集停止

　 令和4年4月より
学生募集停止

理学療法学科

作業療法学科

看護学部

看護学科

医療技術学部 令和4年4月より保健医療
学部から名称変更

臨床検査学科

臨床工学科

診療放射線学科

鍼灸学科

保健医療学研究科

令和4年4月入学
定員増（3人）

令和4年4月開設3 2 － 4 博士
（看護学）

1.00 令和4年度

医療科学専攻
博士後期課程

看護学専攻
博士後期課程

3 2 6

0.93

学士
（臨床検査学）

看護学専攻
博士前期課程

保健医療学専攻
修士課程

2 9 － 15 修士
（看護学）

0.66 令和2年度

2 6 － 12 修士
（保健医療

学）

平成23年度

320

第５年次

1,650千円 1,650千円 －　千円

第２年次

学生納付金以外の維持方法の概要

第４年次

－　千円

編入学
定　員

1,710千円 1,710千円

1,640千円

森ノ宮医療大学

－　千円

－　千円1,800千円

1,800千円

－　千円

学位又
は称号

1,800千円 1,650千円 －　千円

1,710千円 －　千円 －　千円

理学療法学科

－　千円

設 備 購 入 費 60,000千円 60,000千円

－　千円

1,800千円 1,640千円

－　千円

所　在　地

大 学 の 名 称

1,710千円 －　千円
経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

　私立大学等経常経費補助金、資産運用収入、雑収入等

－　千円

教員１人当り研究費等

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

年 人

博士
（医療科学）

1.00

平成30年度

第３年次

保健医療学部

4 90 － 180

4 40

4

4

70

80

－

－

60

区　分 第５年次 第６年次

経費
の見
積り

1.09

1,800千円 1,640千円 1,640千円 1,640千円 －　千円 －　千円

倍年次
人

附属施設の概要

120,000千円

250千円250千円

－

学士
（作業療法学）

学士
（看護学）

280

4 70

1.074 60 － 240 学士
（鍼灸学）

学士
（作業療法学）

－ 学士
（理学療法学）

総合リハビリテーショ
ン学部

学士
（診療放射線学）

令和4年度

令和4年度

－

－

－

－

学士
（理学療法学）

240

学生１人当り
納付金

1,640千円

1.00

1.25

1.01

1.01

1.08

1.04

4 1.11

学士
（看護学）

学士
（臨床工学）

1,710千円

－

－

－

名　　　称：森ノ宮医療大学附属施術所
目　　　的：鍼灸学科の学内臨床実習のため
所　在　地：大阪府大阪市住之江区南港北1丁目26番16号(森ノ宮医療大学内)
設置年月日：平成19年4月
規　模　等：床面積180㎡

名　　　称：森ノ宮医療大学附属ベイクリニック
目　　　的：学内臨床実習のため
所　在　地：大阪府大阪市住之江区南港北1丁目26番16号(森ノ宮医療大学内)
設置年月日：令和4年11月
規　模　等：床面積253.95㎡

既
設
大
学
等
の
状
況

36,461千円

学 部 等 の 名 称

平成19年度

平成30年度－

看護学科

平成19年度

平成28年度

平成23年度

4

4

4

－

収容
定員

修業
年限

1,800千円

35,461千円 35,461千円

60,000千円

第１年次

－ 千円－ 千円

入学
定員

開設
年度

定　員
超過率

1,710千円

1,710千円

－ 千円－ 千円

－ 千円 － 千円

35,461千円 － 千円 － 千円

1,710千円

第６年次

250千円250千円

第４年次開設前年度

5,000千円 5,000千円 大学全体

第３年次第２年次

60,000千円

35,461千円

1,640千円 －　千円

1,800千円 1,640千円 1,640千円

作業療法学科

1,710千円

1,800千円

第１年次

5,000千円 5,000千円

－

－

－

大阪府大阪市住之
江区南港北1丁目26

番16号

令和2年度1.11

令和4年度

平成28年度

1.16

1,720千円 1,720千円 1,720千円

－

－

140

80

人

ー　基本計画書　ー3ー



別記様式第２号（その１の１）　補足資料

入学
定員

編入学
定員

収容
定員

入学定
員

編入学
定員

収容定
員

変更の事由

森ノ宮医療大学 森ノ宮医療大学
　医療技術学部 　医療技術学部

鍼灸学科 60 ‐ 240 鍼灸学科 60 ‐ 240
臨床検査学科 70 ‐ 280 臨床検査学科 70 ‐ 280
臨床工学科 60 ‐ 240 臨床工学科 60 ‐ 240
診療放射線学科 80 ‐ 320 診療放射線学科 80 ‐ 320

　保健医療学部 　保健医療学部
看護学科 0 ‐ 0 看護学科 0 ‐ 0
理学療法学科 0 ‐ 0 理学療法学科 0 ‐ 0
作業療法学科 0 ‐ 0 作業療法学科 0 ‐ 0

　看護学部 　看護学部
看護学科 90 ‐ 360 看護学科 90 ‐ 360

　総合リハビリテーション学部 　総合リハビリテーション学部
理学療法学科 70 ‐ 280 理学療法学科 70 ‐ 280
作業療法学科 40 ‐ 160 作業療法学科 40 ‐ 160

言語聴覚学科 40 ‐ 160 学科の設置（届出）
470 1,880 510 2,040

森ノ宮医療大学大学院 森ノ宮医療大学大学院
　保健医療学研究科 　保健医療学研究科

保健医療学専攻（Ｍ） 6 ‐ 12 保健医療学専攻（Ｍ） 6 ‐ 12
看護学専攻（Ｍ） 9 ‐ 18 看護学専攻（Ｍ） 9 ‐ 18
医療科学専攻（Ｄ） 2 ‐ 6 医療科学専攻（Ｄ） 2 ‐ 6
看護学専攻（Ｄ） 2 6 看護学専攻（Ｄ） 2 6

19 ‐ 42 19 ‐ 42

森ノ宮医療学園専門学校 森ノ宮医療学園専門学校
鍼灸学科 鍼灸学科
　　昼間部 90 ‐ 270 　　昼間部 90 ‐ 270
　　夜間部 30 ‐ 90 　　夜間部 30 ‐ 90
柔道整復学科 柔道整復学科
　　昼間部 60 ‐ 180 　　昼間部 60 ‐ 180
　　夜間部 30 ‐ 90 　　夜間部 30 ‐ 90

210 630 210 630

学校法人森ノ宮医療学園　設置認可等に関わる組織の移行表

計 計

令和5年度 令和6年度

計 計

計 計

ー　基本計画書　ー4ー



大阪市

コスモスクエア駅

大阪メトロ中央線

ＪＲ環状線

森ノ宮医療大学　府内における位置関係

森ノ宮医療大学

●森ノ宮医療大学厚生施設

ー　校地校舎等図面　ー1ー

加東市



森ノ宮医療大学　最寄り駅からの距離、周辺地図

大阪メトロ中央線　コスモスクエア駅より約 80m　徒歩 1  分

森ノ宮校地

森ノ宮医療大学

大阪メトロ中央線

ー　校地校舎等図面　ー2ー



森ノ宮医療大学　校舎、運動場等の配置図

駐車場（校地面積に含めず）

赤枠内：校地面積参入部分

（駐車場は含めない）

森ノ宮医療大学の校地面積…30,495.44㎡
森ノ宮医療大学の校舎面積…28,853.21㎡

東棟
西棟

南棟

全学で共用する校舎（一部、診療放射線学科の専用部分を含む）

全学で共用する校舎（一部、他学科等の専用部分を含む）

全学で共用する校舎

森ノ宮医療大学

桜棟
食堂棟

桜棟
ウェル
ランゲージ
スクール 新棟

森ノ宮医療大学厚生施設の面積…

住所：兵庫県加東市秋津字西山 2014 番 647

言語聴覚学科

33,151.64 ㎡
28,590.72 ㎡

214.99 ㎡

【校地面積に含まないもの】

ー　校地校舎等図面　ー3ー



全学共有 

他学科専有 

ー　校地校舎等図面　ー4ー



  

全学共有 

他学科専有 

ー　校地校舎等図面　ー5ー



  

全学共有 

他学科専有 

ー　校地校舎等図面　ー6ー



  

全学共有 

他学科専有 

ー　校地校舎等図面　ー7ー



  

全学共有 

他学科専有 

ー　校地校舎等図面　ー8ー



  

全学共有 
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第一章 目的 

 

（目的） 

第１条 豊かな感性と高い倫理観に加え、チーム医療の実践に求められる幅広い知識・高度な専門技術・

コミュニケーション能力を有する専門職医療人を育成する。疾病の予防と治療や健康の維持と増進に

有用な科学的根拠を示し、現代医学と伝統医学の双方を尊重した特色ある教育研究活動によって医学

と医療の発展に寄与し、広く社会に貢献する。これをもって、専門職業人養成と社会貢献の機能を果

たす。 

 

 

第二章 自己点検評価及び第三者評価 

 

（自己点検評価及び第三者評価） 

第２条 本学は、教育水準の向上を図り、前条の目的を達成するため、文部科学大臣の定めるところに

より、教育･研究･組織･運営･施設及び設備の状況について、自己点検評価を行う。 

２ 自己点検評価に関する必要な事項は別に定める。 

３ 本学は前項の措置に加え、その教育研究等の総合的な状況について、政令で定める期間ごとに、文

部科学大臣の認証を受けた者（以下「認証評価機関」という。）による評価（以下「認証評価」とい

う。）を受けるものとする。 

４ 自己点検評価および第三者評価の結果を公表するものとする。 

 

（情報の積極的な公開） 

第３条 本学における教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を図ることがで

きる方法によって積極的にその情報を公開するものとする。 

 

 

第三章 学部・学科等及び附属施設 

 

（学部、学科、入学定員及び収容定員） 

第４条 本学に看護学部、総合リハビリテーション学部及び医療技術学部を置く。 

２ 看護学部に看護学科を置き、総合リハビリテーション学部に理学療法学科、作業療法学科及び言語

聴覚学科を置き、医療技術学部に鍼灸学科、臨床検査学科、臨床工学科及び診療放射線学科を置く。 

３ 前項の学科の学生定員は、次のとおりとする。 

学部 学科 入学定員 収容定員 

看護学部 看護学科 90 360 

総合リハビリテーション学部 
理学療法学科 

作業療法学科 

70 

40 

280 

160 
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言語聴覚学科 40 160 

医療技術学部 

鍼灸学科 

臨床検査学科 

臨床工学科 

診療放射線学科 

60 

70 

60 

80 

240 

280 

240 

320 

合計  510 2040 

４ 医療技術学部鍼灸学科に鍼灸コース及びスポーツ特修コースを置く。 

５ 鍼灸コースは、入学定員４０名、収容定員１６０名とし、スポーツ特修コースは、入学 

定員２０名、収容定員８０名とする。 

 

（学部の目的） 

第４条の２ 前条第１項に定める各学部の目的は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 看護学部は、豊かな感性と高い倫理観に加え、チーム医療とヒューマンケアリングを創造的に

実践できる確かな専門知識と専門技術ならびに医療人としての態度を身につけた人材の育成を目的と

する。 

（２） 総合リハビリテーション学部は、豊かな感性と高い倫理観に加え、リハビリテーション領域の

役割と共通点の理解を促進し、チーム医療においてリハビリテーションを主体的に担うための専門的

知識と専門技術を持ち、他職種に関する幅広い知識と協調性・コミュニケーション能力を有する専門

職医療人の育成を目的とする。 

（３） 医療技術学部は、豊かな感性と高い倫理観に加え、生命の尊厳を認識し、個々の人格を尊重で

きる寛容性と社会的倫理観を備え、チーム医療において科学的根拠に基づく問題解決能力を有し、患

者本位の医療を選択、実践し得る指導的人材の育成を目的とする。 

 

（学科の目的） 

第４条の３ 第４条第２項に定める各学科の目的は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 看護学部看護学科は、豊かな感性と高い倫理観に加え、チーム医療とヒューマンケアリングを

創造的に実践できる確かな専門知識と専門技術ならびに、利他主義や論理性などの人間として豊かな

教養、医療人としての態度を身につけた人材の育成を目的とする。 

（２） 総合リハビリテーション学部理学療法学科は、チーム医療に貢献できる協調性と科学性を持ち

つつ、人に優しい理学療法を創造的に実践できる能力を身につけた人材の育成を目的とする。 

（３） 総合リハビリテーション学部作業療法学科は、命の尊さや人としての尊厳を大切にする感性と、

チーム医療の一員として必要なコミュニケーション能力を備え、クライエントが必要とする意味ある

作業を捉えた上で、すべての人の健康に貢献する作業療法士の養成を目的とする。 

（４） 総合リハビリテーション学部言語聴覚学科は、チーム医療に貢献できる協調性とコミュニケー

ション能力を有し、専門的な知識と技能および幅広い教養と豊かな感性を備え、科学的根拠に基づい

て対象児・者が抱える問題の解決や支援のための言語聴覚療法を実施できる言語聴覚士の養成を目的

とする。 
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（５） 医療技術学部鍼灸学科鍼灸コースは、専門職医療人として、豊かな人間性、専門知識と専門技

術を身につけた人材の育成を目的とする。 

（６） 医療技術学部鍼灸学科スポーツ特修コースは、鍼灸コースと同様の人間性や知識、技術を身に

つけることに加え、保健体育に関する専門知識を修得し、実践的指導力を持つ人材の育成を目的とす

る。 

（７） 医療技術学部臨床検査学科は、生命の尊さを深く認識し、医療人として高い倫理観と強い責任

感を有し、誠実に臨床検査を実践することができる確かな専門知識と専門技術を身につけた人材の育

成を目的とする。 

（８） 医療技術学部臨床工学科は、チーム医療における使命を理解し、臨床工学技士としての職責を

自覚し、実践できる確かな専門知識と専門技術を身につけた人材の育成を目的とする。 

（９） 医療技術学部診療放射線学科は、人間性豊かで高いモラルを有する医療人として、チーム医療

における役割と職責を自覚し、放射線診療を実践できる確かな専門知識と技術を身につけた人材の育

成を目的とする。 

 

（大学院） 

第４条の４ 本学に大学院を置く。 

２ 大学院に関する規則は別に定める。 

 

（専攻科） 

第４条の５ 本学に次の専攻科を置く。 

（１） 助産学専攻科  

２ 専攻科に関する規則は別に定める。 

 

（附属施設） 

第５条 本学に次の附属施設を置く。 

（１） 附属図書館 

（２） 附属臨床実習施設 

２ 前項の附属施設に関し必要な事項は別に定める。 

 

 

第四章 学年、学期及び休業日 

 

（学年） 

第６条 学年は４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（学期） 

第７条 学年を次の２学期にわける。 
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（１） 前期４月１日から９月３０日まで 

（２） 後期１０月１日から３月３１日まで 

 

（休業日） 

第８条 休業日は次のとおりとする。 

（１） 土曜日及び日曜日 

（２） 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

（３） 春期休業日３月２１日から３月３１日まで 

（４） 夏期休業日８月１１日から９月３０日まで 

（５） 冬期休業日１２月２５日から１月７日まで 

２   学長は前項の規定に関わらず、特別の必要があると認めるときは、臨時に休業日を設け、又は休業

日を変更し、若しくは休業日に授業を行うことができる。 

 

 

第五章 修業年限及び在学年限 

 

（修業年限） 

第９条 本学の修業年限は４年とする。 

 

（在学年限） 

第１０条 学生は８年を超えて在学することはできない。ただし、第１６条、第１７条、第１８条の規

定により入学した学生は、第１９条の規定により定められた在学すべき年数の２倍に相当する期間を

超えて在学することができない。 

 

 

第六章 入学 

 

（入学の時期） 

第１１条 入学の時期は学年の始めとする。 

２ ただし、第１６条、第１７条、第１８条の規定により入学する場合及び特別の必要があり、かつ、

教育上支障がないと認められる場合は、学期の始めとする。 

 

（入学資格） 

第１２条 本学に入学することができる者は、次の各号の一つに該当する者とする。 

（１） 高等学校を卒業した者 

（２） 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者又は通常の課程以外の課程により、これに該

当する学校教育を修了した者 
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（３） 外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大

臣の指定した者 

（４） 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該

課程を修了した者 

（５） 文部科学大臣の指定した者 

（６） 高等学校卒業程度認定試験規則により文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格し

た者 

（７） 前各号に定める者の他、相当の年齢に達し、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると

学長が認めた者 

 

（入学の出願） 

第１３条 本学に入学を志願する者は、本学指定の期日までに、入学願書に入学検定料を添えて学長に

提出しなければならない。 

 

（入学者の選考） 

第１４条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより、選考を行う。 

 

（入学手続き及び入学許可） 

第１５条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに、本学所定の書類を

提出するとともに、所定の入学料及び学納金を納付しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。 

 

（編入学） 

第１６条 学長は、編入学を志望するものがあるときは、定員に欠員のある場合に限り、選考の上、相

当年次に編入学を許可することができる。 

２ 本学に入学することができる者は、次の各号の一つに該当する者とする。 

（１） 大学及び短期大学の課程を卒業した者か、卒業見込みの者 

（２） 高等専門学校の課程を卒業した者か、卒業見込みの者 

（３） 学校教育法第百三十二条に定める専修学校を卒業した者か、卒業見込みの者 

 

（転入学） 

第１７条 学長は、他の大学に在籍しているもので、本学への転入学を志願する者があるときは、定員

に欠員のある場合に限り、選考の上、相当年次に入学を許可することができる。 

 

（再入学） 

第１８条 学長は、再入学を志願する者があるときは、定員に欠員のある場合に限り、選考の上、相当

年次に入学を許可することができる。 
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（編入学等の場合の取扱い） 

第１９条 第１６条、第１７条、第１８条の規定により入学を許可された者が既に修得した授業科目及

びその単位数の取扱い、履修すべき授業科目並びに在学すべき年数については、教授会の意見を聴き、

学長が決定する。 

 

 

第七章 教育課程、履修方法等 

 

（教育課程） 

第２０条 本学の教育課程は、各授業科目を必修科目及び選択科目に分け、これを各年次に配当して編

成するものとする。 

２ 看護学部看護学科の授業科目の種類及び単位数等は別表第１のとおりとする。 

３ 総合リハビリテーション学部理学療法学科の授業科目の種類及び単位数等は別表第２のとおりとす

る。 

４ 総合リハビリテーション学部作業療法学科の授業科目の種類及び単位数等は別表第３のとおりとす

る。 

５ 総合リハビリテーション学部言語聴覚学科の授業科目の種類及び単位数等は別表第４のとおりとす

る。 

６ 医療技術学部鍼灸学科鍼灸コースの授業科目の種類及び単位数等は別表第５のとおりとする。 

７ 医療技術学部鍼灸学科スポーツ特修コースの授業科目の種類及び単位数等は別表第６のとおりとす

る。 

８ 医療技術学部臨床検査学科の授業科目の種類及び単位数等は別表第７のとおりとする。 

９ 医療技術学部臨床工学科の授業科目の種類及び単位数等は別表第８のとおりとする。 

１０ 医療技術学部診療放射線学科の授業科目の種類及び単位数等は別表第９のとおりとする。 

 

第２１条 授業は、講義、演習、実習のいずれかにより又はこれらの併用により行うものとする。 

２ 前項の授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる

ことがある。なお、これにより修得する単位数は６０単位を超えないものとする。 

 

第２２条 本学は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとす

る。 

 

（単位の計算方法） 

第２３条 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をもって構成

することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考

慮して、次の基準により計算するものとする。 
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（１） 講義及び演習については、１５時間から３０時間の授業をもって１単位とする。 

（２） 実習については３０時間から４５時間の授業をもって１単位とする。 

 

（１年間の授業期間） 

第２４条 １年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め３５週とすることを原則とする。 

 

（単位の授与） 

第２５条 授業科目を履修し、その試験に合格した者に、担当の教員は所定の単位を与える。 

２ 前項の試験は、当該授業科目を履修した者でなければ、受けることができない。 

 

（成績の評価） 

第２６条 成績の評価は、秀、優、良、可及び不可の５段階をもって表示し、秀、優、良及び可を合格

とする。 

 

（試験の種類） 

第２７条 各授業科目の試験は、定期試験、追試験、再試験及び臨時試験等とする。 

 

（入学前及び在学時における他大学等での既修得単位等の認定） 

第２８条 学長は教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学等で履修した授業科目に

ついて修得した単位（大学等で科目等履修生として修得した単位を含む）を、該当する授業科目を本

学において履修及び修得したものと見なし、単位を与えることができる。 

２ 学長は教育上有益と認めるときは、あらかじめ他の大学等と協議の上、学生が授業科目を履修する

ことを認め、その履修した授業科目について修得した単位は本学における授業科目の履修により修得

したものとみなすことができる。 

３ 前二項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、第１６条の編入学、第１

７条の転入学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、６０単位を超えな

いものとする。 

 

（教職に関する免許） 

第２８条の２ 本学の学部学科において取得できる教育職員の免許状の種類及び教科免許は、次のとお

りとする。 

学部 学科等 免許状の種類 教科の種類 

看護学部 看護学科 養護教諭一種免許状 養護 

医療技術学部 鍼灸学科スポーツ特修コース 
中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

保健体育 

保健体育 

 

２ 前項の免許の資格を得たい者は、第２５条に基づく単位修得のほか、別表第１の看護学部看護学科
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の教育課程及び別表第６の医療技術学部鍼灸学科スポーツ特修コースの教育課程及び別表第１０の教

職に関する科目のうちから、所定の単位を修得しなければならない。 

３ 前項の所定の単位の修得に関し必要な事項は別に定める。 

 

 

第八章 休学、復学、転学、退学及び除籍 

 

（休学）  

第２９条 疾病その他やむを得ない事情により３ヶ月以上修学することができない者は、学長の許可を

得て休学することができる。 

２ 休学の期間は１年を超えることができない。ただし、特別の事由がある場合において、学長の許可

を得たときは、この限りでない。 

３ 休学の期間は通算して４年を超えることはできない。 

４ 休学の期間は第１０条に規定する在学年限に算入しない。 

 

（復学） 

第３０条 休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学することができる。 

 

（転学） 

第３１条 本学への在学期間中、他の大学等への入学又は転入学を志願しようとする者は、学長の許可

を受けなければならない。 

 

（退学） 

第３２条 退学しようとするものは、学長の許可を受けなければならない。 

 

（除籍） 

第３３条 次の各号に該当する者は、学長が除籍することができる。 

（１） 第１０条の規定により定められた在学年限を超えた者 

（２） 第２９条の規定により定められた休学期間を超えて、なお復学することができない者 

（３） 授業料を納入しない者 

（４） 死亡した者又は長期間にわたり行方不明の者 

２ 前項（３）により除籍となった者が、所定の期日内に学費を納付した場合、復籍を認めることがあ

る。 

 

 

第九章 卒業及び学位 
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（卒業） 

第３４条 本学に４年（第１６条、第１７条、第１８条の規定により入学したものについては、第１９

条の規定により定められた在学すべき年数）以上在学し、所定の授業科目を履修し、単位を修得した

者については、教授会の意見を聴き、学長が卒業を認定する。 

２ 学長は、前項の卒業を認定した者に対して、卒業証書を授与する。 

 

（学位の授与） 

第３５条 学長は、第３４条１項により卒業を認定した者に次の学位を授与する。 

学部 学科 学位 

看護学部 看護学科 学士（看護学） 

総合リハビリテーション学部 

理学療法学科 

作業療法学科 

言語聴覚学科 

学士（理学療法学） 

学士（作業療法学） 

学士（言語聴覚学） 

医療技術学部 

鍼灸学科 

臨床検査学科 

臨床工学科 

診療放射線学科 

学士（鍼灸学） 

学士（臨床検査学） 

学士（臨床工学） 

学士（診療放射線学） 

 

 

第十章 科目等履修生、研究生、聴講生、特別聴講生及び外国人留学生 

 

（科目等履修生） 

第３６条 本学において、一又は複数の授業科目の履修を希望する者があるときは、学長は選考の上、

科目等履修生として履修を許可することができる。 

 

（研究生） 

第３７条 本学において、特定の専門事項について研究することを志願する者があるときは、学長は選

考の上、入学を許可することができる。 

２ 研究生となることを志願することができる者は大学を卒業した者又はこれと同等以上の能力がある

と学長が認めた者とする。 

 

（聴講生） 

第３８条 本学において、特定の授業科目について聴講を志願するものがあるときは、学長は選考の上、

入学を許可することができる。 

 

（特別聴講生） 

第３８条の２ 他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。以下この条において同じ）の学
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生で、本学において授業科目を履修することを志願する者があるときは、当該他の大学又は短期大学

との協議に基づき、学長は、特別聴講生として入学を許可することができる。 

 

（外国人留学生） 

第３９条 外国人で、本学に入学を志願する者があるときは、学長は選考の上、外国人留学生として入

学を許可することができる。 

 

 

第十一章 職員組織 

 

（職員） 

第４０条 本学に、学長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員、技術職員及びその他の必要な

職員を置く。 

２ 学長が必要と認めた場合には副学長を置くことができる。 

 

（各組織の長） 

第４１条 本学に、学長のほか、事務局長、研究科長、学部長、専攻科長、学科長、附属臨床実習施設

長、及び附属図書館長等を置く。 

 

（学長等の職務） 

第４２条 学長は本学の校務をつかさどり、所属職員を統督する。 

２ 事務局長は、本学の事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

３ 研究科長は、本学の教授をもって充て、大学院の教育研究及び学生の福利厚生に関する事項を掌理

する。 

４ 専攻科長は、本学の教授をもって充て、専攻科の教育研究及び学生の福利厚生に関する事項を掌理

する。  

５ 学部長は、本学の教授をもって充て、各学部の教育研究及び学生の福利厚生に関する事項を掌理す

る。 

６ 学科長は、各学科の教授をもって充て、学部長の命を受け、各学科の運営に関する連絡調整を行う。 

７ 附属臨床実習施設長は、本学の教授をもって充て、附属臨床実習の活動に関する事項を掌理する。  

８ 附属図書館長は、本学の教職員をもって充て、附属図書館に関する事項を掌理する。 

 

 

第十二章 教授会、各種委員等 

 

（教授会） 

第４３条 本学の学生の入学、卒業及び課程の修了、学位授与その他教育研究に関する重要な事項を審
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議するため、教授会を置く。 

２ 教授会は、学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

３ 本条に定めるもののほか、教授会に関して必要な事項は、別に定める。 

 

（専門委員会） 

第４４条 本学に、専門事項を審議する専門委員会を置く。 

２ 専門委員会は学長の付託を受け専門事項を審議する。 

３ 専門委員会に関し、必要な事項は別に定める。 

 

 

 

第十三章 入学検定料、入学料、授業料等 

 

（授業料等の金額） 

第４５条 本学の入学検定料、入学料、授業料、教育充実費の納入額は別表第１１のとおりとする。 

 

（授業料等の納付） 

第４６条 本学の学生の授業料等は４月１日から９月３０日までを前期、１０月１日から翌年３月３１

日までを後期とし、その年額の２分の１に相当する額を、学長が指定した日までに納付しなければな

らない。 

２ 経済的事由により授業料等の納付が困難であって、学業優秀と認められた者その他やむを得ない事

情があると認められた者については、授業料等の全部若しくは一部の納付を免除し、又はその徴収を

猶予することができる。 

３ 第２９条により休学を認められた学生の学納金は、各学期の授業料の５分の１とする。 

４ 既に納付した入学検定料、授業料は、返還しない。 

 

 

第十四章 賞罰 

 

（表彰） 

第４７条 学長は、表彰に値する行為があった学生を表彰することができる。 

 

（懲戒） 

第４８条 学長は、本学の学則その他学生に関する諸規定に違反し、又は学生としての本分に反する行

為をした者に対して、懲戒することができる。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する者に対して行うことができる。 
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（１） 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

（２） 学業を怠り卒業の見込みがないと認められる者 

（３） 正当な理由がなくて出席が常でない者 

（４） 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

 

 

第十五章 大学開放及び生涯学習事業 

（大学開放） 

第４９条 本学は、教育研究上の支障のない限りにおいて、その教育研究施設及び設備を積極的に開放

する。 

 

（生涯学習事業） 

第５０条 本学は、地域社会の発展に寄与するため、生涯学習事業をとおして本学の教育研究資源の地

域社会への還元に積極的に努めるものとする。 

 

 

第十六章 雑則 

 

（雑則） 

第５１条 この学則に定めるもののほか、この学則の施行に関し必要な事項は学長が別に定める。 
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附 則 

１ この学則は平成１９年４月１日から施行する。ただし、第１２条、第１３条、第１４条、第１５条、

第４５条、第４６条の規定は、文部科学大臣が本学の設置を認可した日より施行する。 

２ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収容定員については、次表に掲げる年度の人数に読み替え

るものとする。 

年度 1年次 2年次 3年次 4年次 収容定員 

平成 19 年度 120人    120人 

平成 20 年度 120人 120人   240人 

平成 21 年度 120人 120人 120人  360人 

平成 22 年度 120人 120人 120人 120人 480人 

３ この学則は平成２３年４月１日から施行する。 

４ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収容定員については、次表に掲げる年度の人数に読み替え

るものとする。 

年度 1年次 2年次 3年次 4年次 収容定員 

平成 23 年度 200人 120人 120人 120人 560人 

平成 24 年度 200人 200人 120人 120人 640人 

平成 25 年度 200人 200人 200人 120人 720人 

平成 26 年度 200人 200人 200人 200人 800人 

５ 平成２３年３月３１日に在学する者については、従前の規定を適用する。 

６ この学則は平成２４年４月１日から施行する。ただし、平成２４年３月３１日に在学する者につい

ては、従前の規定を適用する。 

７ この学則は平成２５年４月１日から施行する。 

８ この学則は平成２７年４月１日から施行する。 

９ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収容定員については、次表に掲げる年度の人数に読み替え 

るものとする。 

年度 1年次 2年次 3年次 4年次 収容定員 

平成 28 年度 300人 200人 200人 200人 900人 

平成 29 年度 300人 300人 200人 200人 1000人 

平成 30 年度 300人 300人 300人 200人 1100人 

平成 31 年度 300人 300人 300人 300人 1200人 

 

１０ この学則は平成２８年４月１日から施行する。ただし、平成２８年３月３１日に在学する者につ

いては、従前の規定を適用する。 

１１ この学則は平成２９年４月１日から施行する。ただし、平成２９年３月３１日に在学する者につ

いては、従前の規定を適用する。 

１２ この学則は平成３０年４月１日から施行する。 

１３ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収容定員については、次表に掲げる年度の人数に読み替
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えるものとする。 

年度 1年次 2年次 3年次 4年次 収容定員 

平成 30 年度 380人 300人 300人 200人 1180人 

平成 31 年度 380人 380人 300人 300人 1360人 

平成 32 年度 380人 380人 380人 300人 1440人 

平成 33 年度 380人 380人 380人 380人 1520人 

 

１４ この学則は平成３１年４月１日から施行する。 

１５ この学則は令和２年４月１日から施行する。 

１６ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収容定員については、次表に掲げる年度の人数に読み替

えるものとする。 

年度 1年次 2年次 3年次 4年次 収容定員 

令和 2年度 470人 380人 380人 300人 1530人 

令和 3年度 470人 470人 380人 380人 1700人 

令和 4年度 470人 470人 470人 380人 1790人 

令和 5年度 470人 470人 470人 470人 1880人 

 

１７ この学則は令和３年３月１日から施行する。 

１８ この学則は令和４年４月１日から施行する。ただし、令和４年３月３１日に在学する者について

は、従前の規定を適用する。 

１９ この学則は令和５年４月１日から施行する。ただし、令和５年３月３１日に在学する者について

は、従前の規定を適用する。 

２０ この学則は令和６年４月１日から施行する。ただし、令和６年３月３１日に在学する者について

は、従前の規定を適用する。 

２１ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収容定員については、次表に掲げる年度の人数に読み替

えるものとする。 

年度 1年次 2年次 3年次 4年次 収容定員 

令和６年度 510人 470人 470人 470人 1920人 

令和７年度 510人 510人 470人 470人 1960人 

令和８年度 510人 510人 510人 470人 2000人 

令和９年度 510人 510人 510人 510人 2040人 
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別表第１

基礎ゼミナール 2 看護学概論 1

物理学 2 看護理論 2

生物学 2 生活援助論Ⅰ 2

化学 2 生活援助論Ⅱ 2

情報処理 2 診療援助論Ⅰ 2

統計学 2 診療援助論Ⅱ 2

心理学 2 看護過程演習 1

生命倫理学 2 地域・在宅看護概論 2

哲学 2 地域・在宅看護援助論Ⅰ 2

社会福祉学 2 地域・在宅看護援助論Ⅱ 1

日本国憲法 2 外来看護論 1

東洋史概説 2 成人看護学概論 2

西洋史概説 2 成人看護援助論Ⅰ 1

英語Ⅰ（初級） 2 成人看護援助論Ⅱ 1

英語Ⅱ（中級） 2 成人看護援助論Ⅲ 1

英会話 2 成人看護援助論Ⅳ 1

医学英語 2 老年看護学概論 2

基礎英語演習 2 老年看護援助論Ⅰ 1

応用英語演習 2 老年看護援助論Ⅱ 1

MBS(Morinomiya Basic Seminar) 1 母性看護学概論 2

チーム医療見学実習 1 母性看護援助論Ⅰ 1

医療コミュニケーション 1 母性看護援助論Ⅱ 1

チーム医療論 1 小児看護学概論 2

IPW論 1 小児看護援助論Ⅰ 1

基礎体育 2 小児看護援助論Ⅱ 1

健康科学（スポーツ社会学を含む） 2 精神看護学概論 2

健康管理学Ⅰ 2 精神看護援助論Ⅰ 1

健康管理学Ⅱ 2 精神看護援助論Ⅱ 1

栄養学 2 健康教育論 2

身体運動科学 2 家族看護学 1

東洋医療概論 2 看護管理論 1

統合医療概論 2 災害・国際看護論 1

形態機能学Ⅰ 1 養護概説 2

形態機能学Ⅱ 1 学校保健 2

形態機能学Ⅲ 1 健康相談活動論 2

形態機能学Ⅳ 1 基礎看護学実習Ⅰ 1

フィジカルアセスメント 2 基礎看護学実習Ⅱ 2

生化学 2 地域・在宅看護論実習Ⅰ 1

発達心理学 2 地域・在宅看護論実習Ⅱ 2

微生物学 1 成人看護学実習Ⅰ（急性） 3

病理学 1 成人看護学実習Ⅱ（慢性） 3

臨床薬理学 1 老年看護学実習 3

臨床病態学Ⅰ 1 母性看護学実習 2

臨床病態学Ⅱ 1 小児看護学実習 2

臨床病態学Ⅲ 1 精神看護学実習 2

臨床病態学Ⅳ 1 公衆衛生看護学実習 4

臨床病態学Ⅴ 1 主題実習Ⅰ 2

臨床心理学 2 主題実習Ⅱ 1

医療概論 1 公衆衛生看護学概論 2

公衆衛生学 2 公衆衛生看護学演習 2

看護関係法規 2 公衆衛生看護活動論Ⅰ 2

保健統計学 2 公衆衛生看護活動論Ⅱ 2

疫学 2 公衆衛生看護活動論Ⅲ 2

公衆衛生看護活動論Ⅳ 2

公衆衛生看護管理論 2

保健医療福祉行政論 2

看護研究 1

卒業研究 2

臨床看護学セミナーⅠ 2

臨床看護学セミナーⅡ 2

公衆衛生看護セミナー 2

臨床看護技術セミナー 1

127卒業要件（最低必要単位数）

疾
病
の
成
り
立
ち
と

回
復
の
促
進

健
康
支
援
と

社
会
保
障
制
度

卒
業

研
究

看
護
の
統
合

と
実
践
Ⅱ

専
門
分
野

地
域
・

在
宅
看
護
論

看
護
の
統
合
と

実
践
Ⅰ

臨
地
実
習

公
衆
衛
生
看
護
学

成
人
看
護
学

老
年

看
護
学

看護学部　看護学科　教育課程

区分 授業科目
単
位
数

区分 授業科目
単
位
数

学
科
専
門
科
目
群

母
性

看
護
学

科
学
的
思
考

精
神

看
護
学

学
科
専
門
科
目
群

専
門
基
礎
分
野

語
学

保
健
医
療

共
通
科
目
群

人
体
の
構
造
と
機
能

小
児

看
護
学

教
養
科
目
群

基
礎
看
護
学

人
間
理
解
と
社
会
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別表第２

基礎ゼミナール 2 医療関係法規論 2

物理学 2 理学療法触診法 1

生物学 2 基礎理学療法学Ⅰ 1

化学 2 基礎理学療法学Ⅱ 1

情報処理 2 基礎理学療法学実習 1

統計学 2 職場管理(教育を含む) 1

心理学 2 職業倫理 1

生命倫理学 2 理学療法評価学総論 1

哲学 2 理学療法評価学各論 2

社会福祉学 2 臨床理学療法評価学（動作分析） 1

日本国憲法 2 臨床理学療法評価学実習 1

東洋史概説 2 基礎日常生活活動学 1

西洋史概説 2 基礎運動療法学総論 1

英語Ⅰ（初級） 2 基礎運動療法学各論 1

英語Ⅱ（中級） 2 物理療法学 1

英会話 2 運動器系理学療法学Ⅰ 1

医学英語 2 運動器系理学療法学Ⅱ 2

基礎英語演習 2 運動器系理学療法学Ⅲ 1

応用英語演習 2 神経系理学療法学Ⅰ 1

MBS(Morinomiya Basic Seminar) 1 神経系理学療法学Ⅱ 2

チーム医療見学実習　 1 神経系理学療法学Ⅲ 1

医療コミュニケーション 1 内部障害系理学療法学Ⅰ 1

チーム医療論 1 内部障害系理学療法学Ⅱ 2

IPW論 1 内部障害系理学療法学Ⅲ 1

基礎体育 1 発達障害理学療法学 1

健康科学（スポーツ社会学を含む） 2 義肢装具学 2

健康管理学Ⅰ 2 臨床理学療法治療学実習 1

健康管理学Ⅱ 2 地域理学療法学 2

栄養学 2 生活環境論 1

身体運動科学 2 老年期理学療法学 1

東洋医療概論 2 理学療法臨床推論概論 1

統合医療概論 2 理学療法臨床推論演習 1

人体の構造演習Ⅰ（運動器） 1 総合リハビリテーションIPW演習 1

人体の構造演習Ⅱ（運動器） 1 理学療法特論Ⅰ 1

人体の構造Ⅰ（神経系） 2 理学療法特論Ⅱ 1

人体の構造Ⅱ（循環・内臓） 2 理学療法特論Ⅲ 2

人体の構造実習　 1 運動器系理学療法セミナー 1

人体の機能Ⅰ（動物性機能） 2 神経系理学療法セミナー 1

人体の機能Ⅱ（植物性機能） 2 内部障害系理学療法セミナー 1

基礎運動学 1 地域理学療法セミナー 1

臨床運動学 1 卒業研究Ⅰ 2

運動学実習 1 卒業研究Ⅱ 2

臨床心理学 1 臨床見学実習 1

リハビリテーション概論 2 検査測定実習 1

公衆衛生学 2 臨床評価実習 4

生化学 2 地域理学療法実習 1

病理学 2 臨床総合実習Ⅰ 7

臨床病態学Ⅰ 2 臨床総合実習Ⅱ 7

臨床病態学Ⅱ 2 126

臨床病態学Ⅲ 2

整形外科学 2

小児科学（人間発達学） 2

精神医学 2

チームリハビリテーション概論 1

介護学概論・ボランティア活動論 1

スポーツ医学 1

テーピング技術論 1

人
体
の
構
造
と
機
能
及
び
心
身
の
発

達

卒
業

研
究

臨
床
実
習

疾
病
と
障
害
の
成
り
立
ち
及
び
回
復
過
程
の
促
進

卒業要件（最低必要単位数）

リハビリテーション医学
(画像診断・予防・栄養含む)

2

教
養
科
目
群

科
学
的
思
考

基
礎
理
学
療
法

学

理
学
療
法
評

価
学

人
間
理
解
と
社
会

理
学
療
法
治
療
学

語
学

共
通
科
目
群

保
健
医
療

理
学
療

法
管
理

学

総
合
領
域

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目
群

地
域
理

学
療
法

学

学
科
専
門
科
目
群

専
門
基
礎
科
目

総合リハビリテーション学部　理学療法学科　教育課程

区分 授業科目
単
位
数

区分 授業科目
単
位
数
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別表第３

基礎ゼミナール 2 基礎作業学 2

物理学 2 作業科学入門 2

生物学 2 作業療法概論 2

化学 2 職場管理(教育を含む) 1

情報処理 2 職業倫理 1

統計学 2 作業療法評価学総論 2

心理学 2 身体障害作業療法評価学 2

生命倫理学 2 精神障害作業療法評価学 1

哲学 2 発達障害作業療法評価学 1

社会福祉学 2 高次脳機能障害作業療法評価学 1

日本国憲法 2 日常生活活動学 2

東洋史概説 2 身体障害作業療法治療学総論 2

西洋史概説 2 精神障害作業療法治療学総論 2

英語Ⅰ（初級） 2 高齢期障害作業療法治療学総論 2

英語Ⅱ（中級） 2 発達障害作業療法治療学総論 2

英会話 2 身体障害作業療法治療学各論 1

医学英語 2 精神障害作業療法治療学各論 1

基礎英語演習 2 高齢期障害作業療法治療学各論 1

応用英語演習 2 発達障害作業療法治療学各論 1

MBS(Morinomiya Basic Seminar) 1 義肢装具学 1

チーム医療見学実習 1 作業療法特論Ⅰ 1

医療コミュニケーション 1 作業療法特論Ⅱ 1

チーム医療論 1 身体障害作業療法治療学演習 1

IPW論 1 精神障害作業療法治療学演習 1

基礎体育 1 高齢期障害作業療法治療学演習 1

健康科学（スポーツ社会学を含む） 2 発達障害作業療法治療学演習 1

健康管理学Ⅰ 2 総合リハビリテーションIPW演習 1

健康管理学Ⅱ 2 地域作業療法学 2

栄養学 2 生活環境論 1

身体運動科学 2 障害者地域生活支援論 1

東洋医療概論 2 卒業研究Ⅰ 2

統合医療概論 2 卒業研究Ⅱ（身体障害） 2

人体の構造演習Ⅰ(運動器) 1 卒業研究Ⅱ（精神障害） 2

人体の構造演習Ⅱ(運動器) 1 卒業研究Ⅱ（高齢期障害・地域） 2

人体の構造Ⅰ(神経系) 2 卒業研究Ⅱ（発達障害) 2

人体の構造Ⅱ（循環・内臓） 2 臨地見学実習 2

人体の構造実習　 1 臨床検査実習 2

人体の機能Ⅰ(動物性機能) 2 地域作業療法実習 1

人体の機能Ⅱ(植物性機能) 2 臨床評価実習 4

基礎運動学 2 臨床総合実習 16

臨床運動学 2 126

リハビリテーション概論 2

公衆衛生学 2

生化学 2

病理学 2

臨床病態学Ⅰ 2

臨床病態学Ⅱ 2

臨床病態学Ⅲ 2

整形外科学 2

小児科学（人間発達学） 2

精神医学 2

精神医学各論 2

臨床心理学 1

医療関係法規論 2

チームリハビリテーション概論 1

介護学概論・ボランティア活動論 2

スポーツ医学 1

教
養
科
目
群

保
健
医
療

共
通
科
目
群

地
域
作

業
療
法

学

卒
業

研
究

卒業要件（最低必要単位数）

学
科
専
門
科
目
群

専
門
基
礎
科
目

作
業
療

法
管
理

学

作
業
療
法
治
療
学

臨
床
実
習

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目
群

人
体
の
構
造
と
機
能

及
び
心
身
の
発
達

疾
病
と
障
害
の
成
り
立
ち
及
び
回
復
過
程
の
促
進

総合リハビリテーション学部　作業療法学科　教育課程

区分 授業科目
単
位
数

区分 授業科目
単
位
数

リハビリテーション医学
（画像診断・予防・栄養含む）

1

基
礎
作

業
療
法

学

作
業
療
法

評
価
学

科
学
的
思
考

人
間
理
解
と
社
会

語
学
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別表第４

基礎ゼミナール 2 言語聴覚障害学概論Ⅰ 1

物理学 2 言語聴覚障害学概論Ⅱ 1

生物学 2 言語聴覚障害学セミナー 1

化学 2 言語聴覚障害学特論Ⅰ 1

情報処理 2 言語聴覚障害学特論Ⅱ 1

統計学 2 総合リハビリテーションIPW演習 1

心理学 2 失語・高次脳機能障害学概論 2

生命倫理学 2 失語症学演習 1

哲学 2 高次脳機能障害学演習 1

社会福祉学 2 失語・高次脳機能障害学演習Ⅰ 1

日本国憲法 2 失語・高次脳機能障害学演習Ⅱ 1

東洋史概説 2 失語・高次脳機能障害学演習Ⅲ 1

西洋史概説 2 言語発達障害学Ⅰ 2

英語Ⅰ（初級） 2 言語発達障害学Ⅱ 2

英語Ⅱ（中級） 2 言語発達障害学演習Ⅰ 1

英会話 2 言語発達障害学演習Ⅱ 1

医学英語 2 発声発語・嚥下障害学Ⅰ 1

基礎英語演習 2 発声発語・嚥下障害学Ⅱ 1

応用英語演習 2 発声発語・嚥下障害学Ⅲ 2

MBS(Morinomiya Basic Seminar) 1 音声障害学 1

チーム医療見学実習 1 吃音学 1

医療コミュニケーション 1 発声発語・嚥下障害学演習Ⅰ 1

チーム医療論 1 発声発語・嚥下障害学演習Ⅱ 1

IPW論 1 発声発語・嚥下障害学演習Ⅲ 1

基礎体育 2 聴覚障害学Ⅰ 1

健康科学（スポーツ社会学を含む） 2 聴覚障害学Ⅱ 1

健康管理学Ⅰ 2 聴覚障害学Ⅲ 1

健康管理学Ⅱ 2 聴覚障害学Ⅳ 1

栄養学 2 聴覚障害学演習Ⅰ 1

身体運動科学 2 聴覚障害学演習Ⅱ 1

東洋医療概論 2 聴覚障害学演習Ⅲ 1

統合医療概論 2 臨床実習基礎セミナー 1

言語学 2 臨床実習基礎演習 1

音声学 2 臨床実習Ⅰ（見学実習） 2

音響学（聴覚心理学を含む） 2 臨床実習Ⅱ（評価実習） 5

医学総論 1 臨床実習Ⅲ（総合実習） 8

人体の構造Ⅰ 2 高齢期リハビリテーション概論 1

人体の構造Ⅱ 2 高齢期リハビリテーション演習 1

人体の機能Ⅰ 2 高齢期リハビリテーション特論 1

人体の機能Ⅱ 2 小児リハビリテーション概論 1

病理学 1 小児リハビリテーション演習 1

臨床病態学Ⅰ（形成外科学含む） 1 小児リハビリテーション特論 1

臨床病態学Ⅱ 1 精神・心理リハビリテーション概論 1

臨床病態学Ⅲ（精神・小児・神経含む） 1 精神・心理リハビリテーション演習 1

耳鼻咽喉科学 1 精神・心理リハビリテーション特論 1

臨床歯科医学（口腔外科学を含む） 1 卒業研究Ⅰ 2

音声・言語・聴覚医学 3 卒業研究Ⅱ 2

言語発達学 1

チームリハビリテーション概論 1

臨床心理学 2

学習・認知心理学 2

心理測定法 1

発達心理学 2

129

言語聴覚療法セミナーⅡ（発声発語・嚥下障
害学）

心
の
働
き

人
体
の
構
造
と
機
能
及
び
治
療

社
会
保
障
、

教
育
と
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー

シ
ョ

ン

2

言語聴覚療法セミナーⅢ（言語発達障害学） 2

言語聴覚療法セミナーⅤ（拡大・代替コミュ
ニケーション）

1

言語聴覚療法セミナーⅣ（聴覚障害学） 2

2

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目
群

リハビリテーション医学（画像診断・予防・
栄養含む）

2

臨
床
実
習

総
合
領
域

卒
業

研
究

教
養
科
目
群

科
学
的
思
考

人
間
理
解
と
社
会

語
学

共
通
科
目
群

保
健
医
療

言
語
と

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン

学
科
専
門
科
目
群

卒業要件（最低必要単位数）

言語聴覚療法セミナーⅠ（失語・高次脳機能
障害学）

聴
覚
障
害
学

選
択
必
修

専
門
基
礎
科
目

総合リハビリテーション学部　言語聴覚学科　教育課程

区分

リハビリテーション概論

医療関係法規論（社会保障制度・関係法規含
む）

1

1

単
位
数

言
語
聴
覚
障
害
学

総
論

失
語
・
高
次
脳
機

能
障
害
学

言
語
発
達
障

害
学

発
声
発
語
・
嚥
下
障
害
学

授業科目
単
位
数

区分 授業科目
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別表第５

基礎ゼミナール 2 鍼灸安全学 1

物理学 2 臨床生理学 1

生物学 2 臨床鍼灸学 1

化学 2 生体観察 1

情報処理 2 運動機能検査法 1

統計学 2 現代医学系鍼灸学Ⅰ（整形外科系） 2

心理学 2 現代医学系鍼灸学Ⅱ（整形外科系） 2

生命倫理学 2 現代医学系鍼灸学Ⅲ（内科系） 1

哲学 2 東洋医学系検査法 1

社会福祉学 2 東洋医学各論Ⅰ 1

日本国憲法 2 東洋医学各論Ⅱ 1

東洋史概説 2 鍼灸経営論 1

西洋史概説 2 関係法規 1

英語Ⅰ（初級） 2 基礎鍼実技Ⅰ 1

英語Ⅱ（中級） 2 基礎鍼実技Ⅱ 1

英会話 2 基礎灸実技Ⅰ 1

医学英語 2 基礎灸実技Ⅱ 1

基礎英語演習 2 応用鍼灸実技Ⅰ 1

応用英語演習 2 応用鍼灸実技Ⅱ 1

MBS(Morinomiya Basic Seminar) 1 現代医学系鍼灸学実習Ⅰ 1

チーム医療見学実習　 1 現代医学系鍼灸学実習Ⅱ 1

医療コミュニケーション 1 現代医学系鍼灸応用実習 1

チーム医療論 1 東洋医学系鍼灸実習Ⅰ 1

IPW論 1 東洋医学系鍼灸実習Ⅱ 1

基礎体育 2 東洋医学系鍼灸応用実習 1

健康科学（スポーツ社会学を含む） 2 応用鍼灸治療学 1

健康管理学Ⅰ 2 臨床灸実習 1

健康管理学Ⅱ 2 特殊鍼灸治療学 1

栄養学 2 附属施術所基礎実習 2

身体運動科学 2 附属施術所応用実習 2

東洋医療概論 2 キャリアデザイン 1

統合医療概論 2 鍼灸総合演習Ⅰ 2

解剖学Ⅰ（骨・筋） 4 鍼灸総合演習Ⅱ 2

解剖学Ⅱ（神経） 2 鍼灸総合演習Ⅲ 2

解剖学Ⅲ（内臓・脈管） 2 卒業研究Ⅰ 1

生理学Ⅰ（動物生理学） 2 卒業研究Ⅱ 1

生理学Ⅱ（植物生理学） 2 学外見学実習Ⅰ　 1

生理学Ⅲ（応用生理学） 2 学外見学実習Ⅱ 1

運動学 2 美容鍼灸学総論 1

生化学 2 テーピング技術論 1

病理学 2 コンディショニング技術論 1

臨床医学総論 2 スポーツ鍼灸学総論 1

整形外科学 2 スポーツ鍼灸学各論 1

内科学 2 介護学概論 1

臨床医学各論Ⅰ 2 老年ケア演習 1

臨床医学各論Ⅱ 2 美容鍼灸学各論Ⅰ 1

臨床医学各論Ⅲ 2 美容鍼灸学各論Ⅱ 1

スポーツ医学 2 応用鍼灸学Ⅰ 1

リハビリテーション医学 2 応用鍼灸学Ⅱ 1

画像診断学 2 スポーツ経営学 1
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経絡経穴学Ⅰ 1

経絡経穴学Ⅱ 1

経穴局所解剖演習Ⅰ 1

経穴局所解剖演習Ⅱ 1

鍼灸科学概論Ⅰ 1

鍼灸科学概論Ⅱ 1

東洋医学概論Ⅰ 1

東洋医学概論Ⅱ 1

東洋医学概論Ⅲ 1

専
門
科
目

基
礎
は
り
き
ゅ

う
学

疾
病
の
成
り
立
ち
、

そ
の
予
防

及
び
回
復
の
促
進

専
門
領
域

保
健
医
療
福
祉

と
は
り
及
び

き
ゅ

う
の
理
念

衛生学公衆衛生学 2

保健医療倫理 1

卒業要件（最低必要単位数）

教
養
科
目
群

科
学
的
思
考

学
科
専
門
科
目
群

専
門
科
目

臨
床
は
り
き
ゅ

う
学

人
間
理
解
と
社
会

社
会
は

り
き
ゅ

う
学

語
学

実
習

保
健
医
療

共
通
科
目
群

臨
床

実
習

学
科
専
門
科
目
群

専
門
基
礎
科
目

人
体
の
構
造
と
機
能

総
合
領
域

医療技術学部　鍼灸学科　鍼灸コース　教育課程

区分 授業科目
単
位
数

区分 授業科目
単
位
数
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別表第６

基礎ゼミナール 2 鍼灸安全学 1

物理学 2 臨床生理学 1

生物学 2 臨床鍼灸学 1

化学 2 生体観察 1

情報処理 2 運動機能検査法 1

統計学 2 現代医学系鍼灸学Ⅰ（整形外科系） 2

心理学 2 現代医学系鍼灸学Ⅱ（整形外科系） 2

生命倫理学 2 現代医学系鍼灸学Ⅲ（内科系） 1

哲学 2 東洋医学系検査法 1

社会福祉学 2 東洋医学各論Ⅰ 1

日本国憲法 2 東洋医学各論Ⅱ 1

東洋史概説 2 鍼灸経営論 1

西洋史概説 2 関係法規 1

英語Ⅰ（初級） 2 基礎鍼実技Ⅰ 1

英語Ⅱ（中級） 2 基礎鍼実技Ⅱ 1

英会話 2 基礎灸実技Ⅰ 1

医学英語 2 基礎灸実技Ⅱ 1

基礎英語演習 2 応用鍼灸実技Ⅰ 1

応用英語演習 2 応用鍼灸実技Ⅱ 1

MBS(Morinomiya Basic Seminar) 1 現代医学系鍼灸学実習Ⅰ 1

チーム医療見学実習　 1 現代医学系鍼灸学実習Ⅱ 1

医療コミュニケーション 1 現代医学系鍼灸応用実習 1

チーム医療論 1 東洋医学系鍼灸実習Ⅰ 1

IPW論 1 東洋医学系鍼灸実習Ⅱ 1

基礎体育 2 東洋医学系鍼灸応用実習 1

健康科学（スポーツ社会学を含む） 2 応用鍼灸治療学 1

健康管理学Ⅰ 2 臨床灸実習 1

健康管理学Ⅱ 2 特殊鍼灸治療学 1

栄養学 2 附属施術所基礎実習 2

身体運動科学 2 附属施術所応用実習 2

東洋医療概論 2 キャリアデザイン 1

統合医療概論 2 鍼灸総合演習Ⅰ 2

解剖学Ⅰ（骨・筋） 4 鍼灸総合演習Ⅱ 2

解剖学Ⅱ（神経） 2 鍼灸総合演習Ⅲ 2

解剖学Ⅲ（内臓・脈管） 2 運動生理学 2

生理学Ⅰ（動物生理学） 2 運動生理機能学演習 2

生理学Ⅱ（植物生理学） 2 卒業研究Ⅰ 1

生理学Ⅲ（応用生理学） 2 卒業研究Ⅱ 1

運動学 2 学外見学実習Ⅰ　 1

生化学 2 学外見学実習Ⅱ 1

病理学 2 スポーツ実習Ⅰ体つくり運動 1

臨床医学総論 2 スポーツ実習Ⅱ球技Ａ 1

整形外科学 2 スポーツ実習Ⅱ球技Ｂ 1

内科学 2 スポーツ実習Ⅱ球技Ｃ 1

臨床医学各論Ⅰ 2 スポーツ実習Ⅲ陸上競技 1

臨床医学各論Ⅱ 2 スポーツ実習Ⅳ柔道 1

臨床医学各論Ⅲ 2 スポーツ実習Ⅴダンス 1

スポーツ医学 2 スポーツ実習Ⅵ器械運動 1

リハビリテーション医学 2 スポーツ実習Ⅶ水泳 1

画像診断学 2 スポーツ実習Ⅷ生涯スポーツ 1

学校保健（小児保健・精神保健） 2

学校保健（学校安全・救急処置） 2

経絡経穴学Ⅰ 1

経絡経穴学Ⅱ 1

経穴局所解剖演習Ⅰ 1

経穴局所解剖演習Ⅱ 1

鍼灸科学概論Ⅰ 1 トレーニング科学演習Ⅳ（指導実習） 1

鍼灸科学概論Ⅱ 1 体力トレーニング論　 2

東洋医学概論Ⅰ 1 テーピング技術論 1

東洋医学概論Ⅱ 1 スポーツバイオメカニクス　 2

東洋医学概論Ⅲ 1 介護学概論 1

老年ケア演習 1

体育原理 2

スポーツ心理学 2

スポーツ鍼灸学総論 1

スポーツ鍼灸学各論 1

スポーツ傷害学・栄養学 2

スポーツ経営学 1

144

1

基
礎
は
り
き
ゅ

う
学

卒業要件（最低必要単位数）

臨
床
は
り
き
ゅ

う
学

社

会

は

り

き
ゅ

う

学

トレーニング科学演習Ⅰ（レジスタンスエ
クササイズ1）

臨
床

実
習

総
合
領
域

保
健
医
療

保
健
体
育

実
習

1

トレーニング科学演習Ⅱ（エアロビックダ
ンス・ウォーキング・ジョギング）

1

トレーニング科学演習Ⅲ（レジスタンスエ
クササイズ2・水中運動）

1

共
通
科
目
群

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目
群

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目
群

専
門
基
礎
科
目

人
体
の
構
造
と
機
能

疾
病
の
成
り
立
ち
、

そ
の
予
防

及
び
回
復
の
促
進

保

健

医

療

福

祉

と

は

り

及

び

き
ゅ

う

の

理

念

衛生学公衆衛生学 2

保健医療倫理

教
養
科
目
群

科
学
的
思
考

人
間
理
解
と
社
会

語
学

医療技術学部　鍼灸学科　スポーツ特修コース　教育課程

区分 授業科目
単
位
数

区分 授業科目
単
位
数
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別表第７

基礎ゼミナール 2 病態生理学 1

物理学 2 臨床病態学Ⅰ 2

生物学 2 臨床病態学Ⅱ 2

化学 2 血液検査学Ⅰ 2

情報処理 2 血液検査学Ⅱ 2

統計学 2 血液検査学実習 1

心理学 2 病理学 2

生命倫理学 2 病理検査学 2

哲学 2 病理検査学実習 1

社会福祉学 2

日本国憲法 2

東洋史概説 2 臨床化学検査学Ⅰ 2

西洋史概説 2 臨床化学検査学Ⅱ(放射性同位元素学含む) 2

英語Ⅰ(初級) 2 臨床化学検査学実習 1

英語Ⅱ(中級) 2 免疫検査学 2

英会話 2 免疫検査学実習 1

医学英語 2 遺伝子検査学 2

基礎英語演習 2 遺伝子検査学実習 1

応用英語演習 2 輸血・移植検査学Ⅰ 2

MBS(Morinomiya Basic Seminar) 1 輸血・移植検査学Ⅱ 2

チーム医療見学実習 1 輸血・移植検査学実習 1

医療コミュニケーション 1 微生物検査学Ⅰ 2

チーム医療論 1 微生物検査学Ⅱ 2

IPW論 1 微生物検査学実習 1

基礎体育 1 寄生虫検査学 1

健康科学（スポーツ社会学を含む） 2 生理機能検査学Ⅰ 2

健康管理学Ⅰ 2 生理機能検査学Ⅱ 2

健康管理学Ⅱ 2 生理機能検査学実習Ⅰ 1

栄養学 2 生理機能検査学実習Ⅱ 1

身体運動科学 2 画像検査学 2

東洋医療概論 2 超音波検査学Ⅰ 1

統合医療概論 2 超音波検査学Ⅱ 1

人体の構造Ⅰ 2 検査総合管理学 2

人体の構造Ⅱ 2 医療情報科学 2

人体の構造実習 1 関係法規 1

人体の機能Ⅰ 2 医療安全管理学 2

人体の機能Ⅱ 2 臨床薬理学 2

生化学 2 食品衛生学 1

生化学特論 2 食品関係法規 1

生化学実習 1 形態系検査学特論Ⅰ 1

分析化学 2 形態系検査学特論Ⅱ 1

小児医学 2 分析系検査学特論Ⅰ 1

老年医学 2 分析系検査学特論Ⅱ 1

救急災害医学 2 生体検査学特論Ⅰ 1

薬理学 2 生体検査学特論Ⅱ 1

リハビリテーション概論 2 卒業研究Ⅰ 2

臨床検査学総論 2 卒業研究Ⅱ 2

検査技術科学序論 2

生命工学概論 1

医学概論 2 臨床細胞学概論 1

公衆衛生学 2 臨床細胞学実習Ⅰ 1

医用工学概論 2 臨床細胞学実習Ⅱ 1

医用工学実習 1 臨床細胞学総論Ⅰ 1

臨床細胞学総論Ⅱ 1

臨床細胞学各論Ⅰ 1

臨床細胞学各論Ⅱ 1

臨床細胞学各論Ⅲ 1

細胞診断学実習Ⅰ 3

細胞診断学実習Ⅱ 3

細胞診断学実習Ⅲ 3

細胞診断学特別実習Ⅰ 3

細胞診断学特別実習Ⅱ 3

126卒業要件（最低必要単位数）

卒
業

研
究

臨
地

実
習

臨地実習 12

細
胞
診
断
学

一般検査学 1
尿

・
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便

等

一

般

検
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生
化
学
的
検
査
・

免
疫
学
的
検
査

遺
伝
子

関
連
・

染
色
体

検
査

医療技術学部　臨床検査学科　教育課程

区分 授業科目
単
位
数

区分 授業科目
単
位
数

教
養
科
目
群

科
学
的
思
考

人
間
理
解
と
社
会

共
通
科
目
群

学
科
専
門
科
目
群

専
門
基
礎
科
目

人
体
の
構
造
と
機
能

生
理
学
的
検
査

臨
床
検

査
総
合

管
理

保
健
医
療

医
療

安
全

管
理

総
合
領
域

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目
群

保

健

医

療

福

祉

と

臨

床

検

査

医
療

工
学

臨

床

検

査

の

基

礎

と

そ

の

疾

病

と

の

関

連

語
学

病
態
学

血
液
学

的
検
査

病
理
学

的
検
査

輸
血
・

移
植
検

査

微
生
物
学

的
検
査
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別表第８

基礎ゼミナール 2 生体物性工学 2

物理学 2 生体材料工学 2

生物学 2 バイオメカニクス 2

化学 2 バイオレオロジー 1

情報処理 2 計測工学 1

統計学 2 生体情報処理工学 2

心理学 2 医用機器学概論 2

生命倫理学 2 生体計測装置学 2

哲学 2 生体計測装置学実習 1

社会福祉学 2 医用治療機器学 2

日本国憲法 2 医用治療機器学実習 1

東洋史概説 2 画像診断装置学 1

西洋史概説 2 臨床支援技術学 2

英語Ⅰ（初級） 2 体外循環装置学 1

英語Ⅱ（中級） 2 体外循環療法学 2

英会話 2 体外循環実習 1

医学英語 2 血液浄化装置学 1

基礎英語演習 2 血液浄化療法学 2

応用英語演習 2 特殊血液浄化療法学 1

MBS(Morinomiya Basic Seminar) 1 血液浄化実習 1

チーム医療見学実習　 1 人工呼吸装置学 1

医療コミュニケーション 1 人工呼吸療法学 2

チーム医療論 1 人工呼吸実習 1

IPW論 1 人体機能補助装置学 1

基礎体育 1 人体機能補助実習 1

健康科学（スポーツ社会学を含む） 2 医療機器安全管理学 2

健康管理学Ⅰ 2 医療機器安全管理学実習 1

健康管理学Ⅱ 2 患者支援学 1

栄養学 2 関係法規 2

身体運動科学 2 臨床医学総論（内科学・外科学） 2

東洋医療概論 2

統合医療概論 2

医学概論 1

公衆衛生学 2

人体の構造Ⅰ 2 臨床医学演習 1

人体の構造Ⅱ 1 総合評価実習 1

人体の機能Ⅰ 2 臨床実習 6

人体の機能Ⅱ 1 医用生体工学特講 1

生化学 2 医用機器学特講 1

病理学 2 生体機能代行技術特講 1

免疫学 2 関連臨床医学特講 1

薬理学 2 基礎工学特講 1

基礎医学実習 1 先進科学技術論 1

医用工学 2 先進計測技術学 1

数学演習 1 先進治療技術学 1

応用数学 2 機能評価学演習 1

応用物理学 1 医療情報システム学演習 1

応用化学 1 先進科学技術演習 1

電気工学Ⅰ 2 卒業研究Ⅰ 2

電気工学Ⅱ 2 卒業研究Ⅱ 2

電気工学実習 1 128

電子工学Ⅰ 2

電子工学Ⅱ 2

電子工学実習 1

放射線工学概論 1

情報処理工学 2

医療統計学 2

システム制御工学 2

情報処理・システム制御工学実習 1

臨
床
工
学
に
必

要
な
医
学
的
基

礎

臨
床
工
学
に
必
要

な
医
療
情
報
技
術

と
シ
ス
テ
ム
工
学

の
基
礎

医
用
生
体
工
学

医
用
機
器
学
及
び

臨
床
支
援
技
術

生
体
機
能
代
行
技
術
学

臨
床
工
学
に
必
要
な
理
工
学
的
基
礎

臨
床
工
学

技
術
特
講

先
進
科
学
技
術

卒
業

研
究

研
究
分
野

専
門
特
講

卒業要件（最低必要単位数）

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目
群

学
科
専
門
科
目
群

専
門
基
礎
分
野

人
体
の
構
造

及
び
機
能

教
養
科
目
群

科
学
的
思
考

人
間
理
解
と
社
会

語
学

保
健
医
療

共
通
科
目
群

医療技術学部　臨床工学科　教育課程

区分 授業科目
単
位

数 区分 授業科目
単
位

数

医
療
安
全

管
理
学

内科学各論
（循環器・呼吸器・腎・感染症）

2

関
連
臨
床
医
学

臨
床

実
習

外科学各論（循環器・呼吸器・泌
尿器・麻酔・集中治療学）

2
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別表第９

基礎ゼミナール 2 放射線医学概論 1

物理学 2 Ｘ線撮影技術学Ⅰ 2

生物学 2 Ｘ線撮影技術学Ⅱ 2

化学 2 Ｘ線機器工学 2

情報処理 2 放射線撮影技術学 2

統計学 2 CT・MRI撮影技術学 2

心理学 2 CT・MRI機器工学 2

生命倫理学 2 撮影技術学・機器工学実験Ⅰ 1

哲学 2 撮影技術学・機器工学実験Ⅱ 1

社会福祉学 2 画像解剖学 1

日本国憲法 2 画像解剖学演習 1

東洋史概説 2 機器工学演習 1

西洋史概説 2 臨床画像解析学 1

英語Ⅰ(初級) 2 核医学検査技術学Ⅰ 2

英語Ⅱ(中級) 2 核医学検査技術学Ⅱ 2

英会話 2 核医学検査技術学実験 1

医学英語 2 放射性薬品学 1

基礎英語演習 2 放射線治療技術学Ⅰ 2

応用英語演習 2 放射線治療技術学Ⅱ 2

MBS(Morinomiya Basic Seminar) 1 放射線治療技術学実験 1

チーム医療見学実習 1 放射線治療学 2

医療コミュニケーション 1 画像工学 2

チーム医療論 1 医療情報学 1

IPW論 1 医療画像情報学 2

基礎体育 1 医療画像情報学実験 1

健康科学(スポーツ社会学を含む) 2 放射線安全管理学 2

健康管理学Ⅰ 2 放射線関係法規 1

健康管理学Ⅱ 2 安全管理学実験 1

栄養学 2

身体運動科学 2

東洋医療概論 2

統合医療概論 2

数学 2 臨床実習Ⅰ 6

数学演習 1 臨床実習Ⅱ 2

物理学演習 1 臨床実習Ⅲ 2

生物学演習 1 臨床実習ゼミナール 2

化学演習 1 診療画像技術学特講 1

医学概論 1 核医学・放射線治療学特講 1

公衆衛生学 1 放射線技術学特講 1

人体の構造Ⅰ 1 基礎医学特講 1

人体の構造Ⅱ 1 先進核医学 1

人体の機能Ⅰ 1 先進放射線治療学 1

人体の機能Ⅱ 1 先進画像解析学 1

生化学 1 先進医学 1

病理学 1 卒業研究Ⅰ 2

内科学Ⅰ 1 卒業研究Ⅱ 2

内科学Ⅱ 1 126

薬理学 1

看護学概論 1

基礎医学演習 1

外科学 1

救急災害医学 1

電気・電子工学 2

医用工学 2

工学演習 1

情報処理工学 2

医療統計学 1

放射化学 2

放射線生物学 2

放射線化学・生物学演習 1

放射線物理学 2

放射線計測学 2

放射線物理学・計測学演習 1

放射線科学 1

専門基礎科目実験 2

医療技術学部　診療放射線学科　教育課程

区分 授業科目
単
位
数

区分 授業科目
単
位
数

教
養
科
目
群

科
学
的
思
考

学
科
専
門
科
目
群

専
門
科
目

診
療
画
像
技
術
学
・
臨
床
画
像
学

人
間
理
解
と
社
会

語
学

核
医
学
検
査

技
術
学

放
射
線
治
療

技
術
学

共
通
科
目
群

保
健
医
療

医
療
画
像
情

報
学

放
射
線

安
全
管

理
学

医
療
安

全
管
理

学

学
科
専
門
科
目
群

専
門
基
礎
分
野

医療安全管理学 2

実

践

臨

床

画

像

学 臨床画像学 2

保
健
医
療
福
祉
に
お
け
る
理
工
学
的
基
礎

並
び
に
放
射
線
の
科
学
及
び
技
術

基
礎
科
目
演
習

臨
床
実
習

専
門
特
講

診
療
放
射
線

技
術
特
講

人
体
の
構
造
と
機
能
及
び

疾
病
の
成
り
立
ち

研
究
分
野

先
進
科
学

技
術

卒
業

研
究

卒業要件（最低必要単位数）
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別表第１０
教職に関する科目　教育課程

保健体育科教育法Ⅰ 2

保健体育科教育法Ⅱ 2

保健体育科教育法Ⅲ　 2

保健体育科教育法Ⅳ　 2

教育原理 2

教職論 2

教育行政学 2

教育心理学 2

特別支援教育概論 1

ＩＣＴ活用の理論と実践 1

教育課程論 2

道徳教育論 2

総合的な学習の時間の指導法 2

特別活動論 2

教育方法論 2

生徒指導・進路指導論 2

生徒指導論 2

教育相談の基礎と方法 2

教育実習事前事後指導 1

教育実習Ⅰ 2

教育実習Ⅱ 2

養護実習(事前事後指導を含む) 5

教職実践演習（中・高） 2

教職実践演習（養護教諭） 2

単
位
数

授業科目区分

教
職
に
関
す
る
科
目
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別表第１１
(単位：円)

学部名 学　年 入学料 授業料 教育充実費 合計 入学検定料

学科名

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

看護学部 ２年次 1,000,000 720,000 1,720,000

看護学科 ３年次 1,000,000 720,000 1,720,000

４年次 1,000,000 720,000 1,720,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

総合リハビリテーション学部 ２年次 1,000,000 710,000 1,710,000

理学療法学科 ３年次 1,000,000 710,000 1,710,000

４年次 1,000,000 710,000 1,710,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

総合リハビリテーション学部 ２年次 1,000,000 710,000 1,710,000

作業療法学科 ３年次 1,000,000 710,000 1,710,000

４年次 1,000,000 710,000 1,710,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

総合リハビリテーション学部 ２年次 1,000,000 710,000 1,710,000

言語聴覚学科 ３年次 1,000,000 710,000 1,710,000

４年次 1,000,000 710,000 1,710,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 650,000 1,650,000

鍼灸学科 ３年次 1,000,000 650,000 1,650,000

４年次 1,000,000 650,000 1,650,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 640,000 1,640,000

臨床検査学科 ３年次 1,000,000 640,000 1,640,000

４年次 1,000,000 640,000 1,640,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 640,000 1,640,000

臨床工学科 ３年次 1,000,000 640,000 1,640,000

４年次 1,000,000 640,000 1,640,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 640,000 1,640,000

診療放射線学科 ３年次 1,000,000 640,000 1,640,000

４年次 1,000,000 640,000 1,640,000
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変更事項を記載した書類 

 

 

○変更時期 

令和６年４月１日 

 

○変更事由 

 ・令和６年度から総合リハビリテーション学部言語聴覚学科（入学定員４０名、収容定員

１６０名、以下言語聴覚学科と言う。）を開設することに伴い、学則の条文と附則及び別表

を変更しました。 

 

○変更点 

 ・第４条第２項の、総合リハビリテーション学部に言語聴覚学科を追加 

 ・第４条第３項に、言語聴覚学科の入学定員と収容定員を追加 

 ・第４条の３第４号に、言語聴覚学科の目的を追加し、以降の号番号を順送りに変更 

 ・第２０条第５項に、言語聴覚学科の教育課程についての記載を追加し、以降の項番号を

順送りに変更 

 ・第２８条の２第２項の、別表番号を順送りに変更 

 ・第３５条に、言語聴覚学科の学位の名称を追加 

 ・第４５条の、別表番号を順送りに変更 

 ・附則２、附則４、附則９、附則１３、附則１６の適用項番号を現行に合わせて変更 

 ・附則２０に、言語聴覚学科設置前年度までの入学者への措置を記載 

 ・附則２１に、令和６年度から９年度の年次ごとの人数及び収容定員を、言語聴覚学科の

入学定員に合わせて読み替える旨を記載 

 ・別表第４を言語聴覚学科の教育課程とし、以降の別表番号を順送りに変更 

 ・別表第１１に、言語聴覚学科の学費を追加                                                                                               
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大学 学則 改定 新旧対照表 

（下線は変更部分） 

現行 改定案 

（学部、学科、入学定員及び収容定員） 

第４条 

 本学に看護学部、総合リハビリテーション学部

及び医療技術学部を置く。 

２ 看護学部に看護学科を置き、総合リハビリテ

ーション学部に理学療法学科及び作業療法学科

を置き、医療技術学部に鍼灸学科、臨床検査学科、

臨床工学科及び診療放射線学科を置く。 

 

３ 前項の学科の学生定員は、次のとおりとす

る。 

学部 学科 入学定員 収容定員 

看護学部 看護学科 90 360 

総合リハ

ビリテー

ション学

部 

理学療法学科 

作業療法学科 

70 
40 

280 
160 

医療技術

学部 

鍼灸学科 

臨床検査学科 

臨床工学科 

診療放射線学科 

60 
70 
60 
80 

240 
280 
240 
320 

合計  470 1880 

 

 

（学科の目的） 

第４条の３ 第４条第２項に定める各学科の目

的は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）～（３）省略 

（４）医療技術学部鍼灸学科鍼灸コースは、 

  （以下略） 

 

 

 

 

 

（５）医療技術学部鍼灸学科スポーツ特修コース

は、（以下略） 

（６） 医療技術学部臨床検査学科は、（以下略） 

 

（学部、学科、入学定員及び収容定員） 

第４条 

本学に看護学部、総合リハビリテーション学部

及び医療技術学部を置く。 

２ 看護学部に看護学科を置き、総合リハビリテ

ーション学部に理学療法学科、作業療法学科及び

言語聴覚学科を置き、医療技術学部に鍼灸学科、

臨床検査学科、臨床工学科及び診療放射線学科を

置く。 

３ 前項の学科の学生定員は、次のとおりとす

る。 

学部 学科 入学定員 収容定員 

看護学部 看護学科 90 360 

総合リハ

ビリテー

ション学

部 

理学療法学科 

作業療法学科 

言語聴覚学科 

70 
40 
40 

280 
160 
160 

医療技術

学部 

鍼灸学科 

臨床検査学科 

臨床工学科 

診療放射線学科 

60 
70 
60 
80 

240 
280 
240 
320 

合計  510 2040 

 

 

（学科の目的） 

第４条の３ 第４条第２項に定める各学科の目

的は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）～（３）省略 

（４）総合リハビリテーション学部言語聴覚学科

は、チーム医療に貢献できる協調性とコミュニケ

ーション能力を有し、専門的な知識と技能および

幅広い教養と豊かな感性を備え、科学的根拠に基

づいて対象児・者が抱える問題の解決や支援のた

めの言語聴覚療法を実施できる言語聴覚士の養

成を目的とする。 

（５）医療技術学部鍼灸学科鍼灸コースは、 

  （以下略） 

（６） 医療技術学部鍼灸学科スポーツ特修コー

スは、（以下略） 
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（７） 医療技術学部臨床工学科は、（以下略） 

（８） 医療技術学部診療放射線学科は、（以下

略） 

（追加） 

 

 

 

（教育課程） 

第２０条 本学の教育課程は、各授業科目を必修

科目及び選択科目に分け、これを各年次に配当し

て編成するものとする。 

２～４（省略） 

５ 医療技術学部鍼灸学科鍼灸コースの授業科

目の種類及び単位数等は別表第４のとおりとす

る。 

６ 医療技術学部鍼灸学科スポーツ特修コ 

ースの授業科目の種類及び単位数等は別表 

第５のとおりとする。 

７ 医療技術学部臨床検査学科の授業科目の種

類及び単位数等は別表第６のとおりとする。 

 

８ 医療技術学部臨床工学科の授業科目の種類

及び単位数等は別表第７のとおりとする。 

９ 医療技術学部診療放射線学科の授業科目の

種類及び単位数等は別表第８のとおりとする。 

（追加） 

 

 

 

（教職に関する免許） 

第２８条の２ 本学の学部学科において取得で

きる教育職員の免許状の種類及び教科免許は、次

のとおりとする。 

（表を省略） 

２ 前項の免許の資格を得たい者は、第２５条に

基づく単位修得のほか、別表第１の看護学部看護

学科の教育課程及び別表第５の医療技術学部鍼

灸学科スポーツ特修コースの教育課程及び別表

（７） 医療技術学部臨床検査学科は、（以下略） 

（８） 医療技術学部臨床工学科は、（以下略） 

 

（９） 医療技術学部診療放射線学科は、（以下

略） 

 

 

（教育課程） 

第２０条 本学の教育課程は、各授業科目を必修

科目及び選択科目に分け、これを各年次に配当し

て編成するものとする。 

２～４（省略） 

５ 総合リハビリテーション学部言語聴覚学科

の授業科目の種類及び単位数等は別表第４のと

おりとする。 

６ 医療技術学部鍼灸学科鍼灸コースの授業科

目の種類及び単位数等は別表第５のとおりとす

る。 

７ 医療技術学部鍼灸学科スポーツ特修コース

の授業科目の種類及び単位数等は別表第６のと

おりとする。 

８ 医療技術学部臨床検査学科の授業科目の種

類及び単位数等は別表第７のとおりとする。 

９ 医療技術学部臨床工学科の授業科目の種類

及び単位数等は別表第８のとおりとする。 

１０ 医療技術学部診療放射線学科の授業科目

の種類及び単位数等は別表第９のとおりとする。 

 

 

（教職に関する免許） 

第２８条の２ 本学の学部学科において取得で

きる教育職員の免許状の種類及び教科免許は、次

のとおりとする。 

（表を省略） 

２ 前項の免許の資格を得たい者は、第２５条に

基づく単位修得のほか、別表第１の看護学部看護

学科の教育課程及び別表第６の医療技術学部鍼

灸学科スポーツ特修コースの教育課程及び別表
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第９の教職に関する科目のうちから、所定の単位

を修得しなければならない。 

 

 

（学位の授与） 

第３５条 学長は、第３４条１項により卒業を認

定した者に次の学位を授与する。 

学部 学科 学位 

看護学部 看護学科 学士（看護学） 

総合リハビリテ

ーション学部 

理学療法学科 

作業療法学科 

学士（理学療法学） 

学士（作業療法学） 

医療技術学部 

鍼灸学科 

臨床検査学科 

臨床工学科 

診療放射線科 

 

学士（鍼灸学） 

学士（臨床検査学） 

学士（臨床工学） 

学士（診療放射線学） 

 

 

 

（授業料等の金額） 

第４５条 本学の入学検定料、入学料、授業料、

教育充実費の納入額は別表第１０のとおりとす

る。 

 

 

附 則 

２ 第４条第２項適用にあたって、同条中の収容

定員については、次表に掲げる年度の人数に読み

替えるものとする。 

 

 

４ 第４条第２項適用にあたって、同条中の収容

定員については、次表に掲げる年度の人数に読み

替えるものとする。 

 

 

９ 第４条第２項適用にあたって、同条中の収容

定員については、次表に掲げる年度の人数に読み

替えるものとする。 

 

 

第１０の教職に関する科目のうちから、所定の単

位を修得しなければならない。 

 

 

（学位の授与） 

第３５条 学長は、第３４条１項により卒業を認

定した者に次の学位を授与する。 

学部 学科 学位 

看護学部 看護学科 学士（看護学） 

総合リハビリテ

ーション学部 

理学療法学科 

作業療法学科 

言語聴覚学科 

学士（理学療法学） 

学士（作業療法学） 

学士（言語聴覚学） 

医療技術学部 

鍼灸学科 

臨床検査学科 

臨床工学科 

診療放射線科 

 

学士（鍼灸学） 

学士（臨床検査学） 

学士（臨床工学） 

学士（診療放射線学） 

 

 

（授業料等の金額） 

第４５条 本学の入学検定料、入学料、授業料、

教育充実費の納入額は別表第１１のとおりとす

る。 

 

 

附 則 

２ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収容

定員については、次表に掲げる年度の人数に読み

替えるものとする。 

 

 

４ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収容

定員については、次表に掲げる年度の人数に読み

替えるものとする。 

 

 

９ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収容

定員については、次表に掲げる年度の人数に読み

替えるものとする。 
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１３ 第４条第２項適用にあたって、同条中の収

容定員については、次表に掲げる年度の人数に読

み替えるものとする。 

 

 

１６ 第４条第２項適用にあたって、同条中の収

容定員については、次表に掲げる年度の人数に読

み替えるものとする。 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収

容定員については、次表に掲げる年度の人数に読

み替えるものとする。 

 

 

１６ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収

容定員については、次表に掲げる年度の人数に読

み替えるものとする。 

 

 

２０ この学則は令和６年４月１日から施行す

る。ただし、令和６年３月３１日に在学する者に

ついては、従前の規定を適用する。 

 

 

２１ 第４条第３項適用にあたって、同条中の収

容定員については、次表に掲げる年度の人数に読

み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 1年次 2年次 3年次 4年次 
収容 

定員 

令和６

年度 
510人 470人 470人 470人 

1920

人 

令和７

年度 
510人 510人 470人 470人 

1960

人 

令和８

年度 
510人 510人 510人 470人 

2000

人 

令和９

年度 
510人 510人 510人 510人 

2040

人 
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別表第４ 

医療技術学部 鍼灸学科 鍼灸コース 教育課程 

（表省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第４ 

総合リハビリテーション学部 言語聴覚学科 教育課

程 

 

 

 

基礎ゼミナール 2

物理学 2

生物学 2

化学 2

情報処理 2

統計学 2

心理学 2

生命倫理学 2

哲学 2

社会福祉学 2

日本国憲法 2

東洋史概説 2

西洋史概説 2

英語Ⅰ（初級） 2

英語Ⅱ（中級） 2

英会話 2

医学英語 2

基礎英語演習 2

応用英語演習 2

MBS(Morinomiya Basic Seminar) 1

チーム医療見学実習 1

医療コミュニケーション 1

チーム医療論 1

IPW論 1

基礎体育 2

健康科学（スポーツ社会学を含む） 2

健康管理学Ⅰ 2

健康管理学Ⅱ 2

栄養学 2

身体運動科学 2

東洋医療概論 2

統合医療概論 2

言語学 2

音声学 2

音響学（聴覚心理学を含む） 2

医学総論 1

人体の構造Ⅰ 2

人体の構造Ⅱ 2

人体の機能Ⅰ 2

人体の機能Ⅱ 2

病理学 1

臨床病態学Ⅰ（形成外科学含む） 1

臨床病態学Ⅱ 1

臨床病態学Ⅲ（精神・小児・神経含む） 1

耳鼻咽喉科学 1

臨床歯科医学（口腔外科学を含む） 1

音声・言語・聴覚医学 3

言語発達学 1

チームリハビリテーション概論 1

臨床心理学 2

学習・認知心理学 2

心理測定法 1

発達心理学 2

心

の

働

き

社

会

保

障
、

教

育

と

リ

ハ

ビ

リ

テ

ー

シ

ョ

ン

医療関係法規論（社会保障制度・関係法

規含む）
1

リハビリテーション概論 1

リハビリテーション医学（画像診断・予

防・栄養含む）
2

共

通

科

目

群

保

健

医

療

学

科

専

門

科

目

群

専

門

基

礎

科

目

言

語

と

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

人

体

の

構

造

と

機

能

及

び

治

療

教

養

科

目

群

科

学

的

思

考

人

間

理

解

と

社

会

語

学

区分 授業科目
単

位

数
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言語聴覚障害学概論Ⅰ 1

言語聴覚障害学概論Ⅱ 1

言語聴覚障害学セミナー 1

言語聴覚障害学特論Ⅰ 1

言語聴覚障害学特論Ⅱ 1

総合リハビリテーションIPW演習 1

失語・高次脳機能障害学概論 2

失語症学演習 1

高次脳機能障害学演習 1

失語・高次脳機能障害学演習Ⅰ 1

失語・高次脳機能障害学演習Ⅱ 1

失語・高次脳機能障害学演習Ⅲ 1

言語発達障害学Ⅰ 2

言語発達障害学Ⅱ 2

言語発達障害学演習Ⅰ 1

言語発達障害学演習Ⅱ 1

発声発語・嚥下障害学Ⅰ 1

発声発語・嚥下障害学Ⅱ 1

発声発語・嚥下障害学Ⅲ 2

音声障害学 1

吃音学 1

発声発語・嚥下障害学演習Ⅰ 1

発声発語・嚥下障害学演習Ⅱ 1

発声発語・嚥下障害学演習Ⅲ 1

聴覚障害学Ⅰ 1

聴覚障害学Ⅱ 1

聴覚障害学Ⅲ 1

聴覚障害学Ⅳ 1

聴覚障害学演習Ⅰ 1

聴覚障害学演習Ⅱ 1

聴覚障害学演習Ⅲ 1

臨床実習基礎セミナー 1

臨床実習基礎演習 1

臨床実習Ⅰ（見学実習） 2

臨床実習Ⅱ（評価実習） 5

臨床実習Ⅲ（総合実習） 8

高齢期リハビリテーション概論 1

高齢期リハビリテーション演習 1

高齢期リハビリテーション特論 1

小児リハビリテーション概論 1

小児リハビリテーション演習 1

小児リハビリテーション特論 1

精神・心理リハビリテーション概論 1

精神・心理リハビリテーション演習 1

精神・心理リハビリテーション特論 1

卒業研究Ⅰ 2

卒業研究Ⅱ 2

129

2

言語聴覚療法セミナーⅤ（拡大・代替コ

ミュニケーション）
1

卒業要件（最低必要単位数）

言語聴覚療法セミナーⅣ（聴覚障害学） 2

学

科

専

門

科

目

群

言語聴覚療法セミナーⅠ（失語・高次脳

機能障害学）
2

言語聴覚療法セミナーⅡ（発声発語・嚥

下障害学）
2

専

門

科

目

選

択

必

修

言語聴覚療法セミナーⅢ（言語発達障害

学）

聴

覚

障

害

学

臨

床

実

習

総

合

領

域

卒

業

研

究

言

語

聴

覚

障

害

学

総

論

失

語

・

高

次

脳

機

能

障

害

学

言

語

発

達

障

害

学

発

声

発

語

・

嚥

下

障

害

学

区分 授業科目
単

位

数
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別表第５ 

医療技術学部 鍼灸学科 スポーツ特修コース 教育

課程  （表省略） 

 

 

別表第６ 

医療技術学部 臨床検査学科 教育課程 

（表省略） 

 

 

別表第７ 

医療技術学部 臨床工学科 教育課程 

（表省略） 

 

 

別表第８ 

医療技術学部 診療放射線学科 教育課程 

（表省略） 

 

 

別表第９ 

教職に関する科目 教育課程 

（表省略） 

 

 

別表第１０                 （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第５ 

医療技術学部 鍼灸学科 鍼灸コース 教育課程 

（表省略） 

 

 

別表第６ 

医療技術学部 鍼灸学科 スポーツ特修コース 教育

課程  （表省略） 

 

 

別表第７ 

医療技術学部 臨床検査学科 教育課程 

（表省略） 

 

 

別表第８ 

医療技術学部 臨床工学科 教育課程 

（表省略） 

 

 

別表第９ 

医療技術学部 診療放射線学科 教育課程 

（表省略） 

 

 

別表第１０ 

教職に関する科目 教育課程 

（表省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学部名 学　年 入学料 授業料 教育充実費 合計 入学検定料

学科名

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

看護学部 ２年次 1,000,000 720,000 1,720,000

看護学科 ３年次 1,000,000 720,000 1,720,000

４年次 1,000,000 720,000 1,720,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

総合リハビリテーション学部 ２年次 1,000,000 710,000 1,710,000

理学療法学科 ３年次 1,000,000 710,000 1,710,000

４年次 1,000,000 710,000 1,710,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

総合リハビリテーション学部 ２年次 1,000,000 710,000 1,710,000

作業療法学科 ３年次 1,000,000 710,000 1,710,000

４年次 1,000,000 710,000 1,710,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 650,000 1,650,000

鍼灸学科 ３年次 1,000,000 650,000 1,650,000

４年次 1,000,000 650,000 1,650,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 640,000 1,640,000

臨床検査学科 ３年次 1,000,000 640,000 1,640,000

４年次 1,000,000 640,000 1,640,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 640,000 1,640,000

臨床工学科 ３年次 1,000,000 640,000 1,640,000

４年次 1,000,000 640,000 1,640,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 640,000 1,640,000

診療放射線学科 ３年次 1,000,000 640,000 1,640,000

４年次 1,000,000 640,000 1,640,000
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（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１１                 （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学部名 学　年 入学料 授業料 教育充実費 合計 入学検定料

学科名

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

看護学部 ２年次 1,000,000 720,000 1,720,000

看護学科 ３年次 1,000,000 720,000 1,720,000

４年次 1,000,000 720,000 1,720,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

総合リハビリテーション学部 ２年次 1,000,000 710,000 1,710,000

理学療法学科 ３年次 1,000,000 710,000 1,710,000

４年次 1,000,000 710,000 1,710,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

総合リハビリテーション学部 ２年次 1,000,000 710,000 1,710,000

作業療法学科 ３年次 1,000,000 710,000 1,710,000

４年次 1,000,000 710,000 1,710,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

総合リハビリテーション学部 ２年次 1,000,000 710,000 1,710,000

言語聴覚学科 ３年次 1,000,000 710,000 1,710,000

４年次 1,000,000 710,000 1,710,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 650,000 1,650,000

鍼灸学科 ３年次 1,000,000 650,000 1,650,000

４年次 1,000,000 650,000 1,650,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 640,000 1,640,000

臨床検査学科 ３年次 1,000,000 640,000 1,640,000

４年次 1,000,000 640,000 1,640,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 640,000 1,640,000

臨床工学科 ３年次 1,000,000 640,000 1,640,000

４年次 1,000,000 640,000 1,640,000

１年次 250,000 1,000,000 550,000 1,800,000 30,000

医療技術学部 ２年次 1,000,000 640,000 1,640,000

診療放射線学科 ３年次 1,000,000 640,000 1,640,000

４年次 1,000,000 640,000 1,640,000
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森ノ宮医療大学 収容定員に係る学則変更認可申請 

学則の変更の趣旨等を記載した書類 

 

目次 

１．学則変更（収容定員変更）の内容 ............................................................................ 2 

２．学則変更（収容定員変更）の必要性 ........................................................................ 2 

（１）収容定員変更の背景 .......................................................................................... 2 

（２）収容定員変更の必要性 ....................................................................................... 3 

① 言語聴覚士とは .................................................................................................. 3 

② 言語聴覚士を取り巻く環境................................................................................ 3 

③ 言語聴覚士有資格者数 ....................................................................................... 4 

④ 言語聴覚士養成学校........................................................................................... 5 

⑤ 言語聴覚学科設置の必要性................................................................................ 5 

３．学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 ....................................... 6 

（１）教育課程の変更内容と質の担保 ........................................................................ 6 

① 言語聴覚学科の教養科目群................................................................................ 6 

② 言語聴覚学科の共通科目群................................................................................ 6 

③ 言語聴覚学科の学科専門科目群 ........................................................................ 7 

（２）教育方法・履修指導方法の変更点と質の担保 .................................................. 7 

① 教育方法 ............................................................................................................. 8 

② 履修方法とその指導........................................................................................... 9 

（３）教員組織の変更内容と質の担保 ........................................................................ 9 

（４）大学全体の施設・設備の変更内容と質の担保 ................................................ 10 

① 少人数指導も可能な講義室群（講義室）........................................................ 10 

② 基礎的な技術指導が可能な実習室群（実習室）............................................. 10 

③ 個人指導及び問題解決能力を養う演習室群（演習室）.................................. 11 

④ 教員の積極的な研究活動の拠点となる実験・研究室群（実験室・研究室） . 11 

⑤ 地域との交流の場、生涯学習の場となり得る施設群（図書館・運動施設） . 11 

⑥ その他............................................................................................................... 11 
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森ノ宮医療大学 収容定員に係る学則変更認可申請 

学則の変更の趣旨等を記載した書類 

 

１．学則変更（収容定員変更）の内容 

 森ノ宮医療大学は、令和 6年度から総合リハビリテーション学部に言語聴覚学科（入学定

員 40名）を開設することに伴い、大学の入学定員及び収容定員を以下の表のとおり変更す

る。 

 ○変更前と変更後の入学定員及び収容定員（単位：人） 

変更前  変更後 

学部・学科名 
入学 

定員 

収容 

定員 
 学部・学科名 

入学 

定員 

収容 

定員 

総合リハビリ 

テーション学部 
   

総合リハビリ 

テーション学部 
  

 理学療法学科 70 280   理学療法学科 70 280 

作業療法学科 40 160   作業療法学科 40 160 

     言語聴覚学科 40 160 

看護学部    看護学部   

 看護学科 90 360   看護学科 90 360 

医療技術学部    医療技術学部   

 臨床検査学科 70 280   臨床検査学科 70 280 

 臨床工学科 60 240   臨床工学科 60 240 

 診療放射線学科 80 320   診療放射線学科 80 320 

鍼灸学科 60 240   鍼灸学科 60 240 

合計 470 1,880  合計 510 2,040 

 

２．学則変更（収容定員変更）の必要性 

（１）収容定員変更の背景 

学校法人森ノ宮医療学園は、「臨床に優れ、かつ豊かな人間性に裏打ちされた医療人を育

成する」という建学の精神のもと、昭和 48（1973）年、大阪市東成区に鍼灸師養成のための

専門学校「大阪鍼灸専門学校（現：森ノ宮医療学園専門学校）」を開設した。その後は、「生

命（いのち）への愛と畏敬」を学園の精神とし、基本理念である「人によりそい幸福（しあ

わせ）を希う学園」を目指して発展を続けてきた。平成 12（2000）年には同専門学校に柔道

整復学科を新設し、これまでに 3,000 人以上の鍼灸師、1,500 人以上の柔道整復師を輩出し

ている。 

平成 19（2007）年 4 月には、大阪市住之江区に保健医療学部鍼灸学科と理学療法学科を

備えた森ノ宮医療大学を開設した。森ノ宮医療大学は、設立の目的を「幅広い知識と高度な
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専門技術を有し、チーム医療の実践に求められる豊かな感性と高い倫理観を備えた専門職

医療人を育成する。疾病の予防と治療や健康の維持と増進に有用な科学的根拠を示し、現代

医学と伝統医学の双方を尊重した特色ある教育研究活動によって医学と医療の発展に寄与

し、広く社会に貢献する。これをもって、専門職業人養成と社会貢献の機能を果たす」と定

めている。 

また、開学から 4 年後の平成 23（2011）年 4 月には、保健医療学部看護学科と大学院保

健医療学研究科保健医療学専攻（修士課程）を設置し、さらに 5年後の平成 28（2016）年 4

月には、保健医療学部に臨床検査学科と作業療法学科の 2学科、1年課程の助産学専攻科を

設置、平成 30（2018）年 4 月には保健医療学部臨床工学科と大学院保健医療学研究科医療

科学専攻（博士後期課程）を設置、令和 2（2020）年 4月に保健医療学部診療放射線学科と

大学院保健医療学研究科看護学専攻（博士前期課程）、令和 4（2022）年 4 月に大学院保健

医療学研究科看護学専攻（博士後期課程）を設置した。また令和 4（2022）年 4月に保健医

療学部を再編し、総合リハビリテーション学部と看護学部を新設、保健医療学部を医療技術

学部へ名称変更することで、本学は現在 3 学部 7 学科、1 専攻科、大学院 1 研究科 4 専攻

（修士課程・博士前期課程・博士後期課程）という体制となっている。そしてこのたび、令

和 6 年 4 月から総合リハビリテーション学部に言語聴覚学科を加えることで、本学が目指

すチーム医療の実践を学ぶ場として、多彩な職種の視点を取り入れた環境と教育内容をさ

らに充実させることができると考えている。 

 

（２）収容定員変更の必要性 

① 言語聴覚士とは 

言語聴覚士は、平成 9（1997）年に制定された言語聴覚士法により、医師または歯科医師

の指示の下で嚥下訓練の実施が可能となった職種であり、「話す」「聴く」「食べる（安全に

飲み込む）」機能に障害のある者（児）に対して評価、訓練、支援などを行う。その対象は

小児から高齢者まで幅広く、保健・教育・福祉領域など、医療機関以外からの需要も高まっ

ており、言語聴覚士が社会において果たす役割は近年ますます拡大している。 

 

② 言語聴覚士を取り巻く環境 

内閣府発表の平成 25 年版障害者白書には、聴覚・言語障害者、聴覚障害者、音声・言語・

そしゃく機能障害者（児）の数は幼児から高齢者まで含めると約 70万人であること、国立

研究開発法人情報通信研究機構の「障害別にみた障害者数（構成比）の推移」の平成 28年

のデータでは障害者総数のうち約 8％を聴覚・言語障害者が構成していることが示されてい

る。さらに、大阪府では平成 29（2017）年 3月 29日に「大阪府言語としての手話の認識の

普及及び習得の機会の確保に関する条例」が公布・施行されたことに伴い、難聴児への早期

支援をはじめとして聴覚者（児）の「暮らす」「学ぶ」「働く」といった生活場面で手話習得

支援の取組みを行っており、難聴者（児）への支援等の要請が高まっている。また、摂食・
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嚥下障害の主な原因疾患となる脳卒中の罹患者数は多く、さらには正常加齢によっても嚥

下機能の低下をもたらすことから、言語聴覚士は嚥下障害に関する評価や訓練、助言、サポ

ートにおいても重要な役割を担っている。加えて、令和 2年版高齢社会白書によると令和 7

（2025）年には 65 歳以上の高齢者人口が 3割を超え、令和 37（2055）年には 4人に 1人が

75歳以上になると推計されており【資料１】、超高齢社会が進展する我が国において、言語

聴覚士は、病院で行われる急性期または回復期のリハビリテーション、さらには、在宅を中

心とした生活期リハビリテーションにおいて、言語機能、コミュニケーション能力、聴力、

摂食・嚥下機能、発声・発語機能、認知機能などの障害や機能低下に対応するリハビリテー

ション専門職としての役割を担っている。 

例えば、病院・診療所で働く言語聴覚士の数は、厚生労働省の統計調査「医療施設調査」

によると、平成 14（2002）年から令和 2（2020）年の間に 3,777人から 17,905人へと 5倍

近い伸びを示しており、言語聴覚士はリハビリテーション専門職の中で、理学療法士・作業

療法士に次いで増加が目立つ職種の一つとなっている【資料２】。平成 28（2016）年 8月 5

日付「理学療法士・作業療法士・言語聴覚士需給調査」（四病院団体協議会）の言語聴覚士

の数の充足についての項目では、言語聴覚士の数は基準上充足していると答える病院が多

い反面、運営上（患者の状況に応じた必要な人員）では充足していないと答えている病院の

割合も多く【資料３】、同じく「令和 7（2025）年までに言語聴覚士の雇用を増やしていく予

定か」という項目に対しては、近畿では雇用を増やしていくとする病院が 3割近くを占めて

いる。しかし、「募集の現状と将来の見通し」の項目では、言語聴覚士を増やしたいが、募

集人数に比べて集まらないという声があがっている【資料４】。また、日本言語聴覚士協会

が公表する「会員動向」（令和 4（2022）年 4 月 1 日時点）によると、病院だけでなく介護

保険施設で従事している言語聴覚士の数も増えている【資料５】。 

 

③ 言語聴覚士有資格者数 

言語聴覚士の有資格者数は、令和 4（2022）年 4月 1日時点で 38,200人となり【資料５】、

そのうち病院や診療所で働く言語聴覚士数は 17,905人となったが、この数は、理学療法士

100,965 人、作業療法士 51,056人と比べて明らかに少ない【資料２】。また、令和 4年（2022）

年 2月実施の「第 24 回言語聴覚士国家試験」の合格者数は 1,945人であり、毎年新たに誕

生する有資格者数も理学療法士 10,096 人、作業療法士 4,608 人に比して少ない。さらに、

国家試験合格率については、直近 10年ほどは 70％前後を推移しており、改善傾向にはある

ものの高いとはいえない【資料６】。令和 4（2022）年 4 月 1 日時点の都道府県別日本言語

聴覚士協会会員数を見ると、大阪府の会員数は 1,161 人で、東京都（1,630人）についで第

2位であるものの、大都市圏の大阪エリアにおける言語聴覚士はまだまだ不足しているのが

現状である【資料７】。 
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④ 言語聴覚士養成学校 

言語聴覚士養成校の数は全国で 70校を超え、入学定員も 3,000 人を超えるまで拡大して

いる【資料８】。近畿エリアにおいて、令和 5（2023）年 3 月現在、言語聴覚学科（専攻を

含む）を設置している大学は 8校、このうち大阪府には 5校であり、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士の 3 つのリハビリテーション職種で構成された総合リハビリテーション学

部・学科（リハビリテーション学部、保健医療学部を含む）を持つ大学は 5大学のみで全て

大阪府に所在している。そして、3つのリハビリテーション職種で構成された総合リハビリ

テーション学部（リハビリテーション学部を含む）を設置し、学部単位での教育を行ってい

る大学は大阪府に１校のみ（リハビリテーションの単科大学）であり、本学のように総合リ

ハビリテーション学部、看護学部、医療技術学部の学部単位で構成された医療系総合大学は

まだない。一方で、言語聴覚学科を設置している専門学校は近畿エリアでは 9校、大阪府に

は 3 校設置されており、全国的にみると 4 年制大学よりも専門学校の方が多く設置されて

いるが、全国的には 2～3年課程、大阪府においては 2年課程の専門学校が多くなっている

【資料９】。近年、言語聴覚士はリハビリテーション専門職として、チーム医療に貢献でき

る科学的な学問体系から得られた専門的知識・専門技術を持ち、他職種に関する幅広い知識

と協調性・コミュニケーション能力、問題解決に向けた科学的思考能力、主体的学修能力等、

さまざまな能力が求められるようになっている。このような質の高い言語聴覚士を育成す

るには、4年制大学における学士課程での教育が望ましいと考えられる。また、言語聴覚士

養成校のうち 4年制大学に寄せられる求人倍率は 10倍以上という高倍率を維持し続けてお

り、このことからも、言語聴覚士の高い需要と必要とされる有資格者数の不足が示唆される。

この傾向は言語聴覚士が平成 9（1997）年に国家資格化されて以来長らく続いており、今後

も長期間にわたる需要が見込まれることから、4年制大学における言語聴覚士の養成は喫緊

の課題と考えられる。 

これらの状況から、本学の総合リハビリテーション学部に言語聴覚学科を設置すること

は必要であると考えている。 

 また、言語聴覚士の業界団体「一般社団法人大阪府言語聴覚士会」より、大阪府をはじめ

とする近畿エリアでは言語聴覚士を養成する大学がまだまだ少ないことや、チーム医療に

欠かせない知識や技術、寛容性等を身につけた言語聴覚士が社会的に求められていること

などから、本学の言語聴覚学科開設を求める要望書が寄せられている【資料１０】。 

  

⑤ 言語聴覚学科設置の必要性 

①～④に記述のことから、言語聴覚士は現時点では病院での需要も高く、かつ、病院以外

の在宅・地域における領域からのニーズも高い一方で、近畿エリアで輩出される言語聴覚士

の数は需要に対してまだ十分とはいえず、本学総合リハビリテーション学部に言語聴覚学

科を開設することは、そうした社会的必要性を踏まえたものといえる。 
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３．学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

（１）教育課程の変更内容と質の担保 

新設する言語聴覚学科の教育課程については、基本的に既設 3 学部 7 学科の教育課程を

基盤として策定する。本学の教育課程は、「教養科目群」、「共通科目群」、「学科専門科目群」

と順次体系的に構成されている。この構成は、医療に携わる専門職の養成に有効なプログラ

ムを提供するのみならず、中央教育審議会の答申を踏まえ、学士力（知識・理解、汎用的技

能、態度・志向性、統合的な学習経験と創造的思考力 ）を育むように編成されている。新

学科も、これに準じて科目編成を行う。 

授業運営は、学科専門科目群だけでなく教養科目群、共通科目群でも多くの授業は学科ご

とに実施しており、新学科の開設によって受講者数が増えたとしても、既設学科の教育の質

が低下することはないと考える。ただし、複数学科の学生を共同で学ばせることが他職種連

携の観点からむしろ効果的であると判断される場合は、複数学科合同で授業を行うことも

検討する。 

 

① 言語聴覚学科の教養科目群 

「教養科目群」は、新設する言語聴覚学科を含む 3学部 8学科に共通する科目群であり、

言語聴覚学科では卒業要件を必修科目 18単位、選択科目 2単位以上修得することとしてい

る。教養・知識・知性は、問題や課題の性質・構造を見極め、合理的かつ適切な理解方法を

考えて実行していくための基盤になるものであると同時に、異なる立場にある者との相互

信頼・協力を促進するための基盤にもなるものである。この考え方に基づき、教養科目群は

「科学的思考」、「人間理解と社会」、「語学」の 3つの科目区分によって構成される。この群

では、保健・医療・福祉領域に従事する専門職として必要な高い倫理観と豊かな人間性、そ

して柔軟かつ創造的な知性および実践できる能力の形成を育む。 

なお、言語聴覚学科の新設により、教養科目群の科目を担当する兼任講師を補充して充実

をはかることから、これらの科目を担当する既存の教員の負担が増すわけではない。 

 

② 言語聴覚学科の共通科目群 

「共通科目群」では、言語聴覚学科と既設の 3学部 7学科が密に連携をもち、専門職種間

での相互の理解を深めた教育を目指す。学科を越えて同じ目標に向かい、ともに学ぶ機会を

設けることで異なる医療職種の理解につなげる。 

特に「MBS（Morinomiya Basic Seminar）」、「チーム医療見学実習」は入学当初から座学と

見学実習を通して医療への興味と理解を深め、専門職医療人の基礎を確立する。また、「医

療コミュニケーション」と「チーム医療論」は、医療の現場でチームとして協働するために

必要とされる資質や素養を身につけるため、医療者と患者間および医療者同士のコミュニ

ケーションを学ぶとともに、医療におけるコミュニケーションの重要性とチーム医療の意

義を学び、多様な環境に対応できる能力を育む。同じく必修とした「IPW論」では、異なる
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医療職を目指す他学科の学生との症例検討等を通し、専門職間連携の方法について学びを

深める。 

また、言語聴覚学科の「共通科目群」は卒業要件を必修科目 7単位、選択科目 2単位以上

修得することとしている。 

なお、言語聴覚学科の新設により、共通科目群の科目を担当する兼任講師を補充して充実

をはかることから、これらの科目を担当する既存の教員の負担が増すわけではない。 

③ 言語聴覚学科の学科専門科目群

言語聴覚学科の「学科専門科目群」は、「専門基礎科目」、「専門科目」に区分し、「専門基

礎科目」は必修科目 37単位、「専門科目」は必修科目 55単位の修得を卒業要件としている。 

「専門基礎科目」では、言語聴覚士資格取得を目指す者が学ぶべき専門教育に直結する知

識と技術、ならびに専門教育の理解と理論付けの基礎として必要な「言語とコミュニケーシ

ョン」、「人体の構造と機能及び治療」、「心の働き」、「社会保障、教育とリハビリテーション」

の 4領域から構成されている。 

「専門科目」では、特色として、基本的かつ実践的な言語聴覚療法が実施できるような教

育カリキュラムと教員を配置している。具体的には、「言語聴覚障害学総論」領域において、

言語聴覚療法の臨床場面で必要となる知識や技能について総合的な学びを深め、「失語・高

次脳機能障害学」「言語発達障害学」「発声発語・嚥下障害学」「聴覚障害学」の 4領域を設

定して専門科目を展開し、多領域に渡って専門性の高い内容を学び、知識と技能を修得する。

また、「卒業研究」領域において、これまで履修してきた内容を基盤として、科学的思考や

未知への探求心の醸成を図り、Evidence Based Medicineあるいは Evidence Based Practice

を実践するための方法論を身に付ける。さらに、「臨床実習」「選択必修」領域でこれまでに

学修した知識と技能の重要項目と臨床場面の学びを相互に関連付け、演習、ロールプレイン

グなどを通して、臨床場面で幅広く応用できる実践力として修得する。また、総合リハビリ

テーション学部では、3学科合同で高齢期、小児、精神・心理の 3分野について専門的に学

修する「総合領域」を設定し、2年後期に自身が興味のある分野を 1つ選択し、他のリハビ

リテーション職を志す学生と共に知識を深め専門職としてキャリア形成を目指すことがで

きるよう、令和 6 年度に総合リハビリテーション学部既設 2 学科のカリキュラムを変更す

る。なお、「総合領域」に設定する科目はすべて選択科目とし、受講にあたっては学生が自

由に選択できる。また、総合リハビリテーション学部既設 2 学科で令和 6 年度からカリキ

ュラム変更を行うにあたっては、令和 5年度中に学則変更の手続きを行う予定である。 

（２）教育方法・履修指導方法の変更点と質の担保

既設の 3 学部 7 学科の教育方法及び履修指導方法については、従来の方法で行う。新設

する言語聴覚学科についても、既設学科で採用している教育方法、履修指導方法を基本とす

るため、学部全体の教育方法及び履修指導方法の質は今回の収容定員変更前と比較して、同
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等以上に担保されると考える。 

本学では以下に示す教育方法及び履修指導方法を行う。 

 

① 教育方法 

ア 他学部・他学科との連携教育 

チーム医療の実践に求められる豊かな感性と高い倫理観を備えた専門職医療人を育成す

るためには他学部・他学科（他職種）との連携教育が必要不可欠となる。共通科目において

チーム医療や IPW（Interprofessional Work）（専門職連携）を他学部・他学科の学生と共

に学び、自分の専門領域のみならず他領域の広範な視点を加えてチームで目標を共有し実

践できる能力を育成する。また、総合リハビリテーション学部内の 2学科と混同で、リハビ

リテーションに特化したチーム医療教育についても行い、リハビリテーションにおける各

医療職の役割や専門性を理解できるよう育成する。 

 

イ 少人数教育 

実習・演習は少人数のグループを編成することで、学生の積極的な参加を促し学修効果を

高める。講義に関しても、科目に応じてグループワークや討論の場を積極的に設けて学生の

主体的・能動的な学修態度を育成すると共に、個別的な学修支援の徹底を図る。3年次から

は学生を各研究室にふり分け、卒業研究に必要な専門知識を深めるために学生一人ひとり

の志向や能力を見極め、きめ細かな指導を行う。 

なお、言語聴覚学科では、実習期間が 2～4年次で実習が計 17週間となる。実習期間中は

多くの教員が実習先の巡回指導等に出向くため、学内での指導体制が手薄にならないよう、

実習地をできるだけ本学から近隣の地域に集中させて効率的に巡回指導を行い、学生に対

して常にきめ細かい指導が行えるよう配慮する。 

 

ウ 課題探究・問題解決能力を養う教育 

将来、現場で遭遇する可能性のある多種多様な問題を解決するには論理的・総合的な判断

能力が必要である。実習・演習では「なぜ」という問いを大切にし、教員が安易に答えを提

示するのではなく学生自ら答えを導き出すことを手助けする。たとえその答えが間違って

いてもそのプロセスを重視し掘り下げて考える力を育む。 

また、卒業研究では問題点を抽出し解決するための科学的思考力や、新しいものを見つけ

ようとする課題探究能力を養う。 

 

エ 学年担任制の導入 

本学では学科毎に担任制あるいはチューター制度を導入し、担当教員が定期的に履修方

法や学生生活に関して面談指導を行う。言語聴覚学科では学年担任制をとり、定期的に履修

方法や学生生活に関して全学生に対して面談指導を行う。また、成績不振者に対しては、本
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学が導入している GPA 制度の細則で定めている基準を満たさない場合、今後の履修方法や

学修方法等について面談指導を行う。3年次以降は、学年担任とゼミの教員が連携してそれ

らの対応・指導にあたる。さらに、学生と教員とのコミュニケーションを充実させるため、

専任教員はオフィスアワーを設定し、講義に関する質問だけでなく、勉強の仕方や学生生活

に関する相談にも応じる。 

 

オ キャップ制の導入 

言語聴覚学科においてはキャップ制を導入し、履修科目の年間登録上限単位数を 44単位

に設定している。年間登録上限単位数を設定することは、単位の実質化を目的に、学生負担

の軽減と履修科目の学修時間の確保を行うことで、十分な学修効果を上げることを目指し

ている。特に、病院等医療施設における臨床実習を履修するまでに指定規則に定める単位数

をおおよそ修得し、必要な知識を備えたうえで臨床実習に出ることが望ましいことに加え、

一般教養科目群等に関する科目の履修に関し十分な学修時間を確保できるような上限とし

た。 

 

② 履修方法とその指導 

大学における履修は高等学校までの履修と比べて相違点が多いことから、学生が履修方

法を理解できるよう定例的に履修指導を行い、最終的には自律できるようにする。 

まず、各年次の前期開始日のオリエンテーションで履修指導を実施し、学生自身の興味・

関心を尊重し、卒業後の進路も視野に入れた科目履修を促す。さらに、履修に関わる質問へ

の対応や成績不良者の指導などは、随時個別に実施する。学年担任制をとり、担任が中心と

なって学生指導に当たるが、基礎ゼミナールの担当者などとも連携して、適切な対応･指導

を実施する。 

 

（３）教員組織の変更内容と質の担保 

この度の収容定員に係る学則変更による、既設学科における教員組織の変更点について

は、大学院保健医療学研究科の専任教員 2名（教授）が、令和 6年度から言語聴覚学科の専

任教員となる（兼務）。新たに開設する言語聴覚学科の教員の新規採用については、本学の

教育理念・教育方針を十分に理解していること、教育者としての資質・熱意を有すること、

研究活動に積極的に取り組んでいることなどを条件として進めており、8名（教授 3名、准

教授 2名、講師 3名）を新規採用する。また、既設学科からの異動はない。言語聴覚学科の

専任教員が既設学科の「専門基礎科目群」等の教育課程でも授業科目を担当することで、大

学全体の教育の質を高める体制を構築する。同様に、既設学科の教員も言語聴覚学科の教育

課程の一部で教鞭を執ることにより、チーム医療の実践に求められる他職種理解を促進さ

せることを目指す。従って、言語聴覚学科開設前と比べ、同等以上の教育の質が担保される

と考えられる。 
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言語聴覚学科の専任教員は 10名（教授 5名、准教授 2名、講師 3名）で、博士（保健学）

の学位を取得している者が 1名、博士（歯学）が 3名、博士（医学）が 2名、博士（感覚矯

正学）が 1名で、専任教員 10名のうち 7名が博士号保有者である。また、残る 3名のうち

1名が修士（言語聴覚学）、1名が Master of Science Family and Consumer Sciences Family 

Studies（米国）、1名が体育学士の学位を取得している。 

医療資格では、専任教員 10 名中 8 名が言語聴覚士、2 名が医師の国家資格を有する。ま

た、10 名全員が 5年以上の臨床経験を持っている。 

 

（４）大学全体の施設・設備の変更内容と質の担保 

この度の収容定員に係る学則変更は、言語聴覚学科の開設によるものである。収容定員の

増加に対して適切な施設・設備を確保するため、既存の南棟（大阪市住之江区南港北 1丁目

39番地 2）に隣接する形で、Ｓ造 5階建ての校舎を建設し、言語聴覚学科はこの新棟を使用

する予定である。なお、着工は令和 5年 3月で、翌年 2月に竣工予定である。 

新棟には、言語聴覚学科が使用する講義室、実習室、研究室以外にも、全学で共用する食

堂等も整備する予定であり、新学科設置前と比較して、教育研究を行う施設・設備として同

等以上の内容が担保されると考えている。 

新棟を含む大学全体の施設・設備の具体的な概要は、以下の通りである。  

まず、校舎の基本的な整備方針として、高度な知識と臨床技術を修得した専門職医療人を

育成することから、少人数の教室を備えると共に、特に実習室の充実を図る。校舎整備の具

体的な方針として、①少人数指導も可能な講義室群、②基礎的な技術指導が可能な実習室群、

③個人指導及び問題解決能力を養う演習室群、④教員の積極的な研究活動の拠点となる実

験・研究室群、⑤地域との交流の場、生涯学習の場となり得る施設群などを目指し、各室を

整備する。 

 

① 少人数指導も可能な講義室群（講義室） 

講義室は現有校舎に大小合わせて 45室（情報処理学習施設 1室含める）ある。これに加

えて 8室の講義室を備えた新校舎を建設し、言語聴覚学科はこれらを使用する。このほか、

現有校舎に、全体で共有する講義室として少人数用の小講義室や 130 人を収容できる大講

義室等を備え、人数規模に合わせて使用できるよう配慮している。 

 

② 基礎的な技術指導が可能な実習室群（実習室） 

実習室は現有校舎に 37 室ある。言語聴覚学科は、新校舎に設置予定の 10 室のうち 4 室

の実習室を使用する。聴力検査機器、音響分析機器など、それぞれの用途に合わせた設備を

有する実習室は、約 60 ㎡～120 ㎡の広さを持つ。学生数に対応した機器・備品を配備し、

多様な言語聴覚学の実習に即して整備する。 
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③ 個人指導及び問題解決能力を養う演習室群（演習室） 

語学演習や卒業研究に活用できる小スペースの演習室を、現有校舎に合計 20室設けてお

り、新棟にも新たに 4室の演習室を整備する。学生と教員が直接対話できる小空間を用いる

ことにより、問題提起の訓練や解決能力向上の育成に役立たせるほか、卒業研究の指導等に

も活用する。 

 

④ 教員の積極的な研究活動の拠点となる実験・研究室群（実験室・研究室） 

専任教員の研究室は、現有校舎に 83室ある。新校舎 5階には言語聴覚学科の教員が使用

するものも含めて、個人研究室 17 室と、共同研究室 1室を整備する。共同研究室（約 78㎡）

は 24人程度を収容可能であり、准教授、講師、助教、助手が共同で使用するのに十分な広

さを有する。なお、室内はパーテーション等で仕切りを設けるなどして、教員一人ひとりの

研究環境が確保されるよう配慮する。 

専任教員の実験室は現有校舎に 9 室あり、各教員の研究分野に応じた実験に対応してい

る。東棟には動物を対象とする実験室、生理学系実験室、病理学系実験室が 1室ずつ、西棟

には共用の実験室 2 室がある。南棟には臨床検査、臨床工学等に関連した実験室を 3 室整

備しており、桜棟には共用の実験室を 1室整備している。言語聴覚学科については、目的に

合わせて既存の実験室を使用する。 

 

⑤ 地域との交流の場、生涯学習の場となり得る施設群（図書館・運動施設） 

大学共有の図書館は、南棟 2階に設置されており、図書館の面積は 881.58㎡、閲覧座席

数は 273 席、収容可能冊数は 8 万冊となっており、新学科開設による利用者数の増加に十

分対応できるものと考えている。 

運動施設としては、平成 28 年度にバスケットボールコート 2 面、バレーボールコート 2

面、バドミントンコート 6面を取ることができる体育館を整備しているほか、平成 29年度

には、体育系の授業や課外活動に使用できる運動施設「グリーンスクエア」を設けた。これ

は、フットサルやサッカーに対応した人工芝舗装部（約 1,936㎡）、多目的広場としてクレ

ー舗装部（約 1,468 ㎡）、ランニングコースとしてウレタン舗装部（周回 300ｍ）を備えた

施設となっており、夜間の使用にも対応するべく人工芝舗装部には LED 照明も設置してい

る。 

また、本学から専用バスで 7分の距離にある、運動場 4面、球技場 2面、体育館 2棟、テ

ニスコート 21面を有する「舞洲スポーツアイランド」を、従来から体育の授業や部活動等

に使用しており、言語聴覚学科の開設後の人数増加にも十分対応が可能である。 

以上から、運動施設としても収容定員の増加に問題なく対応できると考えている。 

 

⑥ その他 

学生が自習等を行うためのフリースペースは、東棟 1階と 4階、西棟 1階と 2階、南棟 1
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階、3階、4階、5階、7階および桜棟 5階に整備されている。新校舎では、5階にある専任

教員の研究室前に、学生の自習等のスペースを設けることにより、学生と教員が気軽にコミ

ュニケーションをとれる空間をつくる。 

 既存に加えて新棟 1階に食堂を新たに設け、福利厚生施設の充実もはかる。 

 以上のように、大学全体の施設・設備については必要十分な整備を行っており、今回、言

語聴覚学科（入学定員 40名）を開設することで収容定員が増加しても不都合が生じること

はないと考えている。 
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高齢化の推移と将来推計 【資料１】
令和２年版高齢社会白書　第１節　高齢化の状況　１高齢化の現状と将来像より

資料：

（注1）

（注2）

（注3）

65歳以上人口のうち、65～74歳人口は「団塊の世代」が高齢期に入った後に平成28（2016）年の1,768万人でピークを迎える。その後は、令和10（2028）年まで減少傾向となるが再び増加に転じ、令
和23（2041）年の1,715万人に至った後、減少に転じると推計されている。一方、75歳以上人口は、令和36（2054）年まで増加傾向が続くものと見込まれている

棒グラフと実線の高齢化率については、2015年までは総務省「国勢調査」、2019年は総務省「人口推計」（令和元年10月１日確定値）、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推
計人口（平成29 年推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果。

2018年以降の年齢階級別人口は、総務省統計局「平成27年国勢調査　年齢・国籍不詳をあん分した人口（参考表）」による年齢不詳をあん分した人口に基づいて算出されていることから、年齢不詳は
存在しない。なお、1950年～2015 年の高齢化率の算出には分母から年齢不詳を除いている。

沖縄県の昭和25年70歳以上の外国人136人（男55人、女81人）及び昭和30年70歳以上23,328人（男8,090人、女15,238人）は65～74歳、75歳以上の人口から除き、不詳に含めている。

将来人口推計とは、基準時点までに得られた人口学的データに基づき、それまでの傾向、趨勢を将来に向けて投影するものである。基準時点以降の構造的な変化等により、推計以降に得られる実績や
新たな将来推計との間には乖離が生じうるものであり、将来推計人口はこのような実績等を踏まえて定期的に見直すこととしている。

2979 3012 2843
2553

2515
2722

2751
2603

2249
2001 1847 1752 1680 1589 1521 1507 1407 1321 1246 1194 1138 1077 1012 951 898

5017
5517 6047 6744 7212

7581 7883 8251 8590 8716 8622

8409

8103
7629 7507 7406

7170
6875

6494
5978

5584
5275 5028 4793 4529

309

338
376

434
516

602
699

776 892 1109 1301
1407

1517
1734 1740 1747 1497

1428
1522

1681
1643

1424
1258

1154
1133

107

139
164

189

224

284
366

471 597 717 900 1160 1407
1613 1849 1872

2180
2288 2260

2239
2277

2417
2446

2387
2248

0

2 0
0

0
5

7
4

33
13 23 48 98 145

8411

9008
9430

9921

10467
11194

11706
12105

12361 12557 12693 12777 12806 12709 12617 12532
12254

11913
11522

11092

10642
10192

9744
9284

8808

4.9 5.3 5.7 6.3 7.1
7.9

9.1

10.3

12.1

14.6

17.4

20.2

23

26.6

28.4 28.9
30

31.2
32.8

35.3

36.8

37.7 38 38.1 38.4

12.1 11.5 11.2 10.8
9.8

8.6

7.4
6.6

5.8
4.8

3.9 3.3 2.8 2.3 2.1 2 1.9 1.9 1.7 1.5 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

高齢化の推移と将来推計

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 不詳 総人口 高齢化率（65歳以上割合） 65歳以上を15～64歳で支える割合

実測値 推計値

（万人）
（％）

ー　設置等の趣旨（資料）　ー2ー



言語聴覚士・理学療法士・作業療法士従事者数の年次推移（病院・診療所）

職種別にみた施設の従事者数（病院・一般診療所）
白書年次 平成14年 平成17年 平成20年 平成23年 平成26年 平成29年 令和2年
資料時点 H14.10.1 H17.10.1 H20.10.1 H23.10.1 H26.10.1 H29.10.1 R.2.10.1

西暦 2002年 2005年 2008年 2011年 2014年 2017年 2020年
言語聴覚士（人） 3,777 5,796 8,583 11,456 14,252 16,639 17,905
理学療法士（人） 25,486 32,979 45,358 61,621 77,150 91,695 100,965
作業療法士（人） 12,962 19,694 26,261 35,427 42,136 47,852 51,056

厚生労働統計調査　2.保健衛生　2.1.医療（施設）「医療施設調査」（平成14年～令和2年）
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病院に勤務する言語聴覚士数の充足
「理学療法士・作業療法士・言語聴覚士需給調査」（四病院団体協議会　平成28年5月～6月実施）より

問：現在、貴院において数は充足していますか。（基準上、採算上、運営上　について回答）

➡ すべての地域の施設で、基準上はほぼ充足していると回答する率が高い

➡ 採算上（経営上必要な人員数）充足していると回答した割合は、基準上の充足に比べると減少している

➡ 運営上（患者の状況に応じた必要な人員）では、充足していないと回答した割合が増加している
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基準上充足しているか 回答の内訳（％）

はい いいえ どちらともいえない（ ）はｎ数

【資料３】

52.8

52.9

50.9

56.7

56.2

61.3

54.3

54.5

25.0

27.1

20.7

17.6

20.8

21.0

19.6

15.2

22.2

20.0

28.4

25.7

23.1

17.7

26.1

30.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道（36）

東北（70）

関東（232）

中部（210）

近畿（130）

中国（62）

四国（46）

九州（66）

採算上充足しているか 回答の内訳（％）

はい いいえ どちらともいえない（ ）はｎ数

52.8

40.0

35.0

41.4

48.1

50.0

32.6

42.4

30.6

42.9

45.3

35.7

34.4

30.6

34.8

28.8

16.7

17.1

19.7

22.9

17.6

19.4

32.6

28.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道（36）

東北（70）

関東（232）

中部（210）

近畿（130）

中国（62）

四国（46）

九州（66）

運営上充足しているか 回答の内訳（％）

はい いいえ どちらともいえない（ ）はｎ数

ー　設置等の趣旨（資料）　ー4ー



言語聴覚士雇用の意向と現状
「理学療法士・作業療法士・言語聴覚士需給調査」（四病院団体協議会　平成28年5月～6月実施）より

問：現在と比較して、令和7（2025）年までに雇用を増やしていく予定ですか

➡ 北海道（56.8％）、中国（51.4％）、四国（50.0％）の未定の割合が高かった。

問：現状について、貴院において該当するものをお選びください（複数解答可）

➡ 四国、九州を除き「募集しても応募が少ない」との回答の割合が高かった。
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言語聴覚士国家試験の合格者数及び合格率
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

H.11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R.元 2 3 4
合格者 4,003 664 936 1,137 1,027 1,130 1,012 1,389 1,266 1,788 1,344 1,619 1,645 1,413 1,621 1,779 1,776 1,725 1,951 2,008 1,630 1,626 1,766 1,945

合格率 88 42 49 54 42 68 56 62 55 70 57 65 69 62 68 74 71 68 76 79 69 65 69 75

合格者累計：38,200人

日本言語聴覚士協会会員数：19,789人（有資格者38,200人の51.8％）

正会員19,789人の就業状況：言語聴覚士として就業　16,656人（正会員の84.2％）

％
79.0
5.2

15.8

有職者16,656人の勤務先

％
67.0
20.2
7.3
0.9
2.0
1.5
1.1

学校教育
養成校
研究･教育機関
その他

言語聴覚士の就業状況と勤務先_一般社団法人 日本言語聴覚士協会　会員動向（令和４年４月１日現在）より

就業状況
有職･常勤
有職･非常勤
修業状況不明

勤務先
医療
老健･特養
福祉

79.0

5.2
15.8

正会員（19,789人）の就業状況

有職･常勤 有職･非常勤 修業状況不明

67.0

20.2

7.3

0.9 2.0 1.5 1.1

有職者（16,656人）の勤務先

医療 老健･特養 福祉 学校教育 養成校 研究･教育機関 その他
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言語聴覚士国家試験の合格者数

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
H.11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R.元 2 3 4

合格者 4,003 664 936 1,137 1,027 1,130 1,012 1,389 1,266 1,788 1,344 1,619 1,645 1,413 1,621 1,779 1,776 1,725 1,951 2,008 1,630 1,626 1,766 1,945
合格率 87.9 42.4 49.1 53.8 42.0 68.2 55.8 62.4 54.5 69.5 57.3 64.8 69.3 62.4 68.1 74.1 70.9 67.6 75.9 79.3 68.9 65.4 69.4 75.0

一般社団法人　日本言語聴覚士協会　会員動向（令和４年４月１日現在）
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日本言語聴覚士協会　都道府県別会員数

都 道 府 県 会員数

北 海 道 1,023
青 森 153
岩 手 131
宮 城 323
秋 田 126
山 形 151
福 島 320
茨 城 480
栃 木 372
群 馬 262
埼 玉 906
千 葉 823
東 京 1,630
神 奈 川 1,051
新 潟 322
冨 山 165
石 川 163
福 井 202
山 梨 145
長 野 371
岐 阜 271
静 岡 427
愛 知 1,025
三 重 207
京 都 437
滋 賀 159
大 阪 1,161
兵 庫 936
奈 良 263
和 歌 山 153
鳥 取 142
島 根 154
岡 山 346
広 島 444
山 口 297
徳 島 130
香 川 160
愛 媛 259
高 知 320
福 岡 1,086
佐 賀 248
長 崎 276
熊 本 451
大 分 306
宮 崎 171
鹿 児 島 521
沖 縄 313
合 計 19,782

一般社団法人　日本言語聴覚士協会　会員動向（令和４年４月１日現在）　
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